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6. 搾取・富・労働規律の対応理論 
 80 年代以降の数理マルクス経済学における、ジョン・ローマーの「搾取と階級の

一般理論」以外のもう一つの代表的な議論として、Bowles and Gintis (1988,1990)の「抗

争的交換の理論」(Theory of Contested Exchange)が挙げられる。彼らの議論は、資本主義

経済における本質的な問題は労働搾取の存在ではなく、企業内の労資の権力関係にこそあ

る事を強調するものであった。彼らは資本主義経済における労働市場(及び資本市場)は新古

典派的な完全競争市場ではなく、抗争的交換として特徴づけられるものである事を論じた。

労働市場が抗争的交換となるのは、第一に、雇用主は被雇用者に実行させたい労働パフォ

ーマンスを正確に契約書に記述することが出来ず、また、被雇用者の労働パフォーマンス

を完全に監視する事は莫大なコストを要する為に不可能であるという為であり、第二に、

不完全な監視活動の下で確率的に発見される、悪質な労働パフォーマンスに対して、解雇

という手段で罰則する一方、良質な労働パフォーマンスに対しては、雇用を保証し、かつ

その賃金は被雇用者が解雇された場合に可能な期待所得に比して高く設定されるというメ

カニズムを用いる事で、雇用主が被雇用者から良質な労働パフォーマンスを抽出せんとす

る為である。このような状況で決定される均衡賃金は、新古典派的労働市場とは異なり、

必ずしも完全雇用と両立するとは限らない。 
 抗争的交換による労資の権力関係の存在を強調する立場から、ボールス＆ギンテ

ィスは、ローマーの様に不均等な富の私的所有の条件下で階級と搾取を説明するのは、あ

る特殊な仮想的経済システム、すなわち労働市場が抗争的でないワルラス的世界、の下で

の搾取の理論であって、現実の資本主義経済――すなわちそこでは労働市場は抗争的交換

の特徴を持つ――に関する搾取の理論ではない、という批判を展開した。彼らは、資本主

義経済の特徴づけとして重要なのは、搾取の存在ばかりでなく、資本と労働の支配関係の

存在である事を強調し、それらを分析し、資本主義の理解を深めるのに抗争的交換はキー

ポイントであるとした。 

 ボールス＆ギンティスの議論に対するローマーの立場は、資本主義経済における

搾取と階級分化が生成する必要十分条件は、富の不均等所有であり、労資の権力関係、す

なわち資本家がいかにして労働者から良い労働パフォーマンスを抽出するかという関係、

には依存しないという議論である。実際、ローマーの議論は、雇用者が彼の望む労働パフ

ォーマンスを契約として完全描写でき、コストの掛からない完全監視が可能な新古典派的
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労働市場を想定しながら、尚、正の利潤率が存在する経済均衡の特徴として搾取と階級の

存在を証明して見せるものである。ローマー自身、現実の資本主義における労働市場はむ

しろ新古典派的というよりも抗争的交換市場である事を認めているが、搾取と階級の理論

的存在条件としては抗争的交換市場という側面には依存しないというのがポイントである。 

 ボールス＆ギンティスと同様の批判的議論は、Devine and Dymski (1991, 1992)
や Foley (1989), Housten (1989)等によってもなされている。その中でも最も精力的な批判

を展開した Devine and Dymski (1991, 1992)の議論について簡単に触れておこう。彼らは、

ローマーの搾取と階級を生成させる議論は静学的なワルラシアン均衡における正の利潤率

の成立を仮定している事に着目し、動学的な世界においてはワルラシアンモデルと正の利

潤率の存続とは両立し得ず、正の利潤率の存続を保証させる為には労資の権力関係の分析

を考慮せざるを得ないのではないのか、と論ずる。富の不均等所有が正の利潤率の存続の

十分条件にならない以上、ローマーの、「富の不均等所有が存在するならば、搾取と階級が

存在する」という命題は成立しなくなる、というのが彼らの結論である。ローマー自身は

ワルラシアン均衡における正の利潤率の成立の背景として、総労働供給に比して総資本賦

存が稀少である世界を想定しているが、そのような想定は動学的な資本蓄積が存在する場

合には、容易に利潤率ゼロの世界に移行してしまうというのが、ディヴィン＆ディムスキ

ーの主張である。彼らはマルクスの資本蓄積論こそが、そのような動学的な文脈で正の利

潤率が存続する仕組みを描いていた事を強調し、ローマーの議論がその点に言及していな

い事を批判している。 
 ディヴィン＆ディムスキーのこの主張は、後に妥当である事が Skillmann (1995)
や Veneziani (2007)等によって、論証されている。彼らはより動学的な資本蓄積モデルにお

いて、階級と搾取の構造が長期的に存続可能か否かという問題を取り上げた。彼らの議論

は、通時的モデルにおいて貯蓄を明示的に導入するならば、正の利潤は、したがって正の

搾取率もまた、長期的には消滅する傾向にある、というものである。その理屈は容易に理

解可能である。すなわち、人口成長の無い資本蓄積経済モデルにおいて貯蓄を導入すれば、

それによる資本蓄積の進行と共に、資本の労働に対する稀少性を減滅させていく。その結

果、正の利潤率及び正の搾取率は、長期的にはゼロに収束する事になる、というものであ

る。Veneziani (2007)はさらに、各生産者自身が資本蓄積自体を目的とする経済モデルでは

なく、複数の生産期間に跨って、一定の生存消費ベクトルの純産出に要する労働支出の最

小化を目的とする諸個人からなる動学的経済を想定し、この想定の下でも、貯蓄行動の導

入によって正の利潤率及び正の搾取率は、長期的にゼロに収束する事を論証している。こ

の経済環境では、各個人の目的は総生産期間における総労働支出量の最小化であるが、こ

の場合でも、期間の初期における生産活動の成果の一部を貯蓄して、次期以降の生産活動

の為の資本蓄積に費やす事によって、同じ生存消費ベクトルを純生産する為の生産活動に

より多くの資本を以って臨めるようになる。それは一方で、その個人の労働支出量を以前

より減らしても生存消費ベクトルの確保に十分となる可能性を拡げると同時に、他方で、
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固定された人口の想定の下では資本の労働に対する稀少性を減少させる効果を持つ。その

ような貯蓄と資本蓄積の行動が結果的に、総生産期間における総労働支出量の最小化を実

現するが故に動学的均衡において各個人はそのように行動する一方、それらは資本の希少

性の低下によって長期的に利潤率をゼロへと収束させるのである。 
 ここで注意すべき点は、以上の議論を以って、ローマー的な階級-搾取対応原理が

支持されないと評価するのは早計であるという事である。ローマーの階級-搾取対応原理は

市場経済における階級関係及び搾取関係の生成(emergence)のメカニズムを論ずるもので

あり、他方、Skillmann (1995)や Veneziani (2007)の議論は、階級関係及び搾取関係の継続

性(persistence)について論じたものである。さらに、彼らの議論の意図は、資本主義経済に

おいては階級関係及び搾取関係が生成したとしても、それは長期的には自然に消滅してし

まうのだ、と主張する事ではない。むしろ、Skillmann (1995)や Veneziani (2007)において

も指摘されているように、搾取関係の継続性を本格的に論ずるためには、人口成長要因の

存在しない、貯蓄行動の要因だけが導入された通時的モデルでは不適切である、という点

を明らかにしている、と言えよう。現代の新古典派における標準的な最適成長理論にある

様な、人口成長の契機を考察から外し、人口一人当たりの資本ストックの成長に関心を集

中させるモデルを前提にして、資本主義経済における搾取関係の継続性に関する何らかの

一般的言明を行う事は適切でない、1 という主旨で解釈する事が肝心であろう。こうした展

望自体は、ローマーも共有するものであるばかりでなく、｢相対的過剰人口の累積的生産｣

論におけるマルクス自身の議論とも両立可能な視点である。そして、こうした資本蓄積の

動学的論脈で正の利潤率維持のメカニズムを分析する為の本格的議論は、Roemer (1992)
も言うように、難解であり、本書の課題を越えている問題である。この論点に関しては、

また改めて別の機会に論じる事としたい。 
 ディヴィン＆ディムスキーのもう一つの主要な論点についての議論に転じよう。

彼らは、総資本賦存の稀少性が正の利潤率の条件であるというローマーの議論の背景には、

生産性の絶対的不変性がある事を指摘する。すなわち、労働コスト 1 単位当たりに投下さ

れている労働量が技術的に決まっている議論なのであり、それは契約内容を完全描写でき、

コストの掛からない完全監視の労働市場の仮定があって成立するものであり、その仮定無

しには正の利潤率も保証されない、というのが彼らの議論のもう一つのポイントである。

彼らの議論は、様々な資本-労働の支配関係を支える装置（ボールズ＆ギンティス流の抗争

的労働市場をその一つに含む）が、十分に高い生産性と資本の稀少性を維持し、従って、

                                                  
1 大西広とその研究集団によって最近、推進されている｢マルクス派最適成長論｣の議論は、まさにこの点においてスキ

ルマンやヴェネティアーニとは反対の立場に位置づけられよう。彼らのフレームワークは、大西(2005)、山下(2005)に
見出されるように、まさに新古典派の標準的な最適成長理論を適用し、そのようなモデルにおいて、初期時点における

一人当たり資本ストックが正である限りその水準が何であれ、長期的には最適な資本-労働比率に対応する同一の資本蓄

積量に収束する性質を用いて、長期における資産格差の消滅=搾取関係の消滅を論ずるものである。これらのモデルが市

場経済のモデル化になっているか否かという点には大きな留保を要するが、その点を差し引いても、大西(2005)に見ら

れるような、限りなく階級格差自動消滅論的な含意を定理の帰結として導き出すのは、早計に思われる。例えば、山下

(2005)では全ての個人の時間選好率は同一と仮定されているが、富の貧富の格差に応じて時間選好率が違う(貧しい個人

ほど時間選好率が大きい)という尤もらしい仮定――Lawrance (1991)はこの仮定を支持する実証分析を提供している―

―の下での資本蓄積の結果として、富の格差が拡がるという理論分析も少なくない (例えば、Ryder (1985)を参照の事)。 
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正の利潤率の存続を保証するが故に、搾取と階級の存在の条件として、富の不均等所有だ

けでなく、労資の権力関係も挙げられなければならないというものである。確かに労資の

権力関係が存在しない資本主義経済でも、正の利潤率の伴う経済均衡が存在すれば、ロー

マーが示した様に、搾取と階級が生成するだろうが、それは非現実的な仮想上の特殊ワル

ラス的資本主義世界においてのみ成立する議論である、という訳である。このディヴィン

＆ディムスキーの議論に対しては、Skillmann (1995) が、労資の支配関係・権力関係の存

在は搾取が存在する為の十分条件ではなく、搾取率の強度を決定する要因である、という

反論を行っている。 
 以上の論争に対して、一つの結論を与える役割を果たすと思われるのが、この章

で、以下に紹介される Yoshihara (1998) の議論である。そこでは、抗争的労働市場を伴う

レオンチェフ型資本主義経済モデルを構築し、ローマーの富-階級-搾取対応原理の頑健性を

確認している。ローマーの、労働市場が抗争的交換であろうとなかろうと、富の不均等所

有が搾取と階級の存在を説明するという命題は、労働供給の富に関する非弾力性条件に依

存していた。もし、労働市場が新古典派的であるとし、このとき、この条件が満たされて

いたとしても、市場を抗争的交換に置き換えるや同じ効用関数の下であれ、非弾力性の条

件を満たすとは限らないという問題がある。もしこの条件が満たされなければ、「労働市場

が抗争的交換であろうとなかろうと」という言及は説得力を失うであろう。本章の以下の

議論では、資本主義経済における特徴として十分にリーズナブルな抗争的労働市場を想定

する限り、上記の非弾力性条件は満たされ、従って、ローマーの富-搾取対応関係の頑健性

も保証される事を示す。また、富を多く所有している個人も、仮に無所有な個人と同様に、

労働市場に参入するならば、富のより少ない個人ほど、均衡において単位賃金当たりに行

使する労働強度水準はより高くなるという、「富-労働規律度対応関係」について議論される。

この定理は、労資の権力関係が資本主義経済の収益性を保証するという、ディヴィン＆デ

ィムスキーの議論への有力な反論を含意している。注意すべきは、資本主義経済の収益性

に関連するのは労資の権力関係の存在、すなわち抗争的交換のメカニズムの存在ではなく、

権力関係の強度、すなわち、労働規律度がどれだけ高いかである。「富-労働規律度対応関係」

は、個々人の労働規律度が彼らの所有する富の大きさに依存する事を示しているので、結

局、資本主義の収益性の保証という観点からも、富の不均等所有の存在は重要な決定要因

である事が解る。もちろん、以上の議論は、富の不均等所有の存在が直ちに資本主義の収

益性を含意する事を導き出したものではないが、資本主義経済の特徴づけに際して富の不

均等所有という要因の果たす基本的役割を強調するに十分な論拠を与えていると思われる

のである。 
 

6.1.  基本的生産経済モデルと再生産可能解 

 本章では以下のような経済環境を考えよう。N 人の個人と同質な企業からなる社
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会を考える。5.1 節の設定と同様に、この人口の任意の構成員 Nν ∈ は一般に、非負の財初

期賦存ベクトル nν
+∈ω R と 1 労働日に 1 単位の労働を提供する能力(労働力)を有している。

個々人の間で労働能力と選好に関する差異は存在しない。社会全体での財の初期賦存量は

依然として、
N

ν
ν∈

≡ ∑ω ω であり、その私的所有状態は ( ) N
ν

ν∈ω である。各個人はその所有

資本を企業に投資し、他方で彼の労働力を企業に売る。全ての企業はレオンチェフ生産技

術 )(A,L に自由にアクセス可能である。 

 この経済の生産技術的構造は{ }1, , , ,...,b ω ω NA L で与えられる。ここでbはこれ

までと同様に、 1×n の正ベクトルであって、実質賃金 ベクトルを表す。この経済において、

各個人と各企業は１生産期間において、2 段階の意思決定問題に直面する。第 1 段階におい

ては、各企業が各個人に労働契約を提供する。この生産期間において ( )≤N N 人の個人が

雇用されているとしよう。被雇用者の集合 N は、前生産期間の末期において決定される。

この経済では、労働市場は遂時的な条件付更新市場として組織されている。新雇用は解雇

された従業員の穴埋めの為に行うか、もしくは生産の拡大ゆえの新しい労働需要を満たす

為に行うものと想定される。 
 ある個人 vに対する労働契約は 2 つの変数からなる。1 つは企業が彼に対して支払

う予定の実質賃金率
vΩ であり2、もう 1 つは監視計画

νf である。この監視計画によって、

企業はその雇用労働者たちに対して、もし彼らのうちの一部で、その労働パフォーマンス

が彼の提供された賃金率に比して十分ではないものとして発見された場合には、彼はこの

生産期間の末期において、次期以降の雇用の更新中止を宣言されるだろう、と告知する。

そのようにして企業によって提供される労働契約が、{ },v v

v N
f

∈
Ω という 1 リストで与えら

れる事になる。各企業は他方で、金融資本を投資してくれるであろう諸個人たちに、期待

利潤率に関する情報を提供する。それに基づいて、各個人は、もし投資可能な資本を保有

している場合には、いずれの企業ないしは産業に投資すべきかの意思決定を行う。 
 意思決定の第 2 段階は生産過程にあり、そこでは各被雇用者たちが労働努力水準

の決定を行う。この段階では各個人の努力水準に関して、彼らと企業との間の基本的な情

報の非対称性が存在する。すなわち、各個人の努力水準は工場内の生産者同士で互いに完

全に認知する事ができるが、他方で企業がそれを知るのはコストの要する監視活動を通じ

てのみである。すなわち、企業のその従業員についての知識は、監視強度水準を上げたと

きのみ、増大させる事が可能である。1 生産期間の期末に、各企業は各被雇用者の労働パフ

ォーマンスを比較し、同じ賃金で雇用されている同僚と比較して、そのパフォーマンスが

                                                  
2 貨幣賃金率はこのとき wν ν≡ Ω pbと定義される。ここで b はニュメレール財ベクトルとしても機能するとすれば

wν ν= Ω なので、 νΩ でもって、貨幣賃金率の意味でも使う事ができる。 
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劣ると発見された従業員を解雇する。従って、もし各個人にとって次期の雇用更新に利益

があるならば、このようなシステムは労働努力を誘導する機能を果たすだろう。 
 この経済では、任意の企業の目的は、その企業の資本所有者の代理人として利潤

を最大化する事である。その目的は、生産における労働抽出過程と市場における他企業と

の競争を通じて達成される。2 種類の企業間競争が存在する。第一に、企業は労働契約のリ

ストに関して競争する。今、全ての企業は同一であるので、均衡においてそれらは同一の

労働契約のリストを採用し、そこでは同一のタイプの個人たちは同一の賃金率を提供され

る。第二に、企業は商品の売買の数量に関して競争し、均衡では異なる産業間で均等な利

潤率が普及している――レオンチェフ経済体系の想定より――。かくして、我々の設定の

下では、産業内及び産業間に跨る企業間の競争状態は同一の労働契約のリストと均等利潤

率によって特徴付けられるだろう。3 その様な競争過程を明示的に記述する事はこの章の課

題を超える話であるので、以下ではむしろ議論の単純化の為に、企業の数は代表的企業 1
つであるとして話を進める事としたい。すなわち、記号 N はこの代表的企業の被雇用者の

集合を表すものと考える。 

 以下で使われる記号法として、 1×n 型ベクトル
vx は個人 vの生産活動水準を表す。 

1×n 型ベクトル
ν

∈
≡∑x x

v N
は、各個人の生産活動水準の集計ベクトルである。また、

ve は

個人 vの単位時間当たりの労働努力水準を表す。 l は ( )0 1l≤ ≤ の範囲で選ばれる変数であ

って、企業が決める労働時間を表す。最後に、
vy は、各個人 v の投資する資本を通じて稼

動可能な生産活動水準を表す 1×n 型ベクトルである。 

 以上の設定の下で企業の問題は以下のように定義される：失業者の集合 −N N と

市場価格pが所与の下で、 

{ } { }( ) ( ) ( )( ), ,
max

N N
Nf

A s f l
ν ν ν

ν ν

ν ν ν
ν

∈ ∈
∈Ω
⎡ ⎤− − Ω +⎣ ⎦∑x
p p x               (P4) 

s.t. 0e l Lν ν= ≥x  ( )Nν∀ ∈ , 

            
N N

A Aν η
ν η∈ ∈

≤∑ ∑p x p y , 0 1l≤ ≤ , 

但し、 ( )s f は監視強度 f +∈R に対応する、被雇用者一人当たりの監視費用を表す。この

関数 ( )s f は連続微分可能であって、 0f > ならば ( ) 0s f > 、及び (0) 0s = 、 ( ) 0s′ ⋅ > かつ

( ) 0′′ ⋅ ≥s であると仮定する。ここで e l Lν ν= x  ( )Nν∀ ∈ を考慮しつつ、問題(P4)の目的関

                                                  
3 この利潤率の均等化の動学的プロセスが部門間の資本移動によって特徴付けられるのであれば、均等利潤利率を伴う

価格ベクトルへの収束は、一般には保証されない。 
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数を変形すると、 

( ) ( )( ) ( )( )ν ν
ν ν ν ν

νν ν∈ ∈

⎡ ⎤Ω +
⎡ ⎤ ⎢ ⎥− − Ω + = − −⎣ ⎦ ⎢ ⎥

⎣ ⎦
∑ ∑p p x p p x

N N

s f
A s f l A L

e
 

                  
( )( )

.N

N

s f
A L

e

ν ν
ν

ν

ν

∈

∈

⎡ ⎤⎛ ⎞Ω +⎢ ⎥⎜ ⎟= − −⎢ ⎥⎜ ⎟
⎜ ⎟⎢ ⎥⎝ ⎠⎣ ⎦

∑
∑

p p x . 

この式の展開より、問題(P4)において、利潤最大化の為には、各個人の労働努力 1 単位当た

りの労働コスト(賃金費用＋監視費用)が、最小化されるべき事が解る。 

 企業はまた、問題(P4)を遂行する為に、労働契約のリスト{ },
N

fν ν

ν∈
Ω 及び資本契

約のリスト[ ] [ ]1, ,i nπ π π= … ――但し、これは各産業部門 i における期待利潤率 iπ のプロフ

ィールであり、 iπ は 

( )( )ν ν
ν

ν

νπ
ω

∈

∈

⎡ ⎤⎛ ⎞Ω +⎢ ⎥⎜ ⎟− −⎢ ⎥⎜ ⎟⎜ ⎟⎢ ⎥⎝ ⎠⎣ ⎦=

∑
∑

p N
i i i i

N
i

i i

s f
p A L x

e

p
 

と定義される――を提供する。但し iA は行列 Aの第 i 列ベクトルを表す。そのとき被雇用者

集合 N 上の、もしくは失業者の集合 N N− 上の各個人ν は、労働努力の供給に関する最適

問題と、資本投資に関する最適問題に直面している。 

 再び、記号の定義として、( ), f
e ν ν

ν−

Ω
を、個人ν と同内容の労働契約を提供されて

いる、他の被雇用者たちの労働努力リストであるとしよう。また、α で、任意の失業者に

とっての、次期の生産期間で雇用される確率を表し、 0δ ≥ を人口成長の要素、 r で、時間

選好率を表すとしよう。さらに、市場価格がp、個人ν の実質賃金率が
νΩ であり、さらに

労働時間が l である場合の個人ν の収入を ( ), lν νΠ Ωpω で表す。また、個人ν の被雇用によ

る効用の現在割引価値を EVν
で、失業による効用の現在割引価値を UVν

で表す。また、個人ν

の解雇される確率を dν
で表す。最後に、監視計画が 1, , Nf f f⎡ ⎤= ⎣ ⎦… であるときに怠業を

発見される被雇用者の割合を ( )fβ で表す。 
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 任意の個人ν の選好は、収入 ( ), lν νΠ Ωpω と労働供給 e lν を変数とする効用関数

( )( ), ,u l e lν ν νΠ Ωpω によって表される。この関数u は二回連続微分可能であって、以下の

仮定を満たす：任意の 0l > に対して、 0e elu u l≡ ⋅ < であり、かつ 0uΠ > , 0eeu ≤ , 0uΠΠ ≤ , 

かつ 0euΠ = である。さらに、 ( ) /U u uν
ΠΠ ΠΠ ≡ − と置けば、関数 ( )U νΠ は収入

νΠ に関し

て、単調非増加である。 
 関数u の二階の偏微係数 Πeu に関する仮定は、この論脈では理に適っている。なぜ

ならば、労働契約の性格より、雇用された各個人は彼の真の労働パフォーマンス如何に関

わりなく、約束された賃金並びに利潤を受け取る事が出来るからである。4 二階の偏微係数

ΠΠu と関数 ( )U νΠ に関する仮定は、諸個人のリスクへの態度に関連している。 ΠΠu が非正

である事は、全ての個人がリスク愛好者ではない事を意味し、また、 ( )U νΠ の単調非増加

性は、全ての個人がリスク中立的であるかもしくは非増加的リスク回避者である事を意味

する。Kreps (1990)によれば、これらの設定は不確実性の下での自然な仮定と想定されてい

るものである。 
 この生産期間において個人ν が失業しているならば、彼の問題は単に資本の制約

ν ν≤p y pωA と収入制約式 ( ) [ ]ˆ ˆ,ν νπΠ = +pω p yi iw A wの下で、 ( )( )ˆ, ,0νΠ pωu w を最大化

するように資本投資計画 νy を決める事だけである。但し、ここで ŵは、非資本主義セクタ

ーにおいて外生的に供給される留保賃金を表している。しかし以下では、単純化の為に、

ˆ 0w = と仮定しよう。5 
 この生産期間において個人ν が雇用されているのであれば、彼の問題は以下のよう

になる：6 所与の ( ) [ ],
, , , , , ,if
l f e ν ν

ν
ν ν α π

−

Ω

⎛ ⎞Ω⎜ ⎟
⎝ ⎠

p と所与の失業期待効用
ν

UV の下で、 

             
( )( ) ( )

( )
,

,

, , , ,
max

, ,

Uf

E
e

f

u l e l d f e e V
V

r d f e e

ν ν

ν ν

ν ν

ν
ν ν ν ν ν ν

ν
ν

ν ν

−

Ω

−

Ω

⎛ ⎞⎛ ⎞Π Ω + ⎜ ⎟⎜ ⎟⎝ ⎠⎜ ⎟=
⎛ ⎞⎜ ⎟+ ⎜ ⎟⎜ ⎟⎝ ⎠⎝ ⎠

y

pω
          (P5) 

                                                  
4 実際、Shapiro and Stigliz (1984)や Gintis and Ishikawa (1987)等、この労働契約モデルと同様の効率賃金モデルに

おいては、同様の仮定が課されている。 
5 この仮定の有無は、以下の諸定理の帰結にはなんら影響を及ぼさない。 
6 以下の定式は Gintis and Ishikawa (1987)に基づいている。但し、いくつかの点で彼らの定式との違いがある。第一

に、我々の設定では、馘首が生じるのは企業が最善の労働パフォーマンスを行使していない従業員を発見したときだけ

である。第二に、Gintis and Ishikawa (1987)では、被雇用者たちのある比率が、企業の監視評価の誤差の存在によって、

必然的に解雇される構造になっているのに対し、我々の以下のフレームワークでは、監視の誤差は存在しない設定にな

っている。(但し、完全な監視を遂行する為の監視費用が馬鹿にならない為、企業は実質的には不完全な監視活動しか行

わないが。) 
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s.t. ( ) [ ],ν ν ν νπΠ Ω = +Ωpω p yi il A l , ν ν≤p y pωA , 

但し、 ( )1 (1 )( ,0 ,0)U E
rV u V

r r
ν ν να α

α α
− +

= Π +
+ +

pω  & 
( )

.
1
N

N N
β

α
δ β

=
− −

 

 
注記すべき事は、全ての個人は、同一の選好と同一の労働スキルを持つ個人であるが故に、

馘首について共通の主観的確率関数 ( , , )⋅ ⋅ ⋅d を持っている点である。以下ではこの ( , , )⋅ ⋅ ⋅d は

連続微分可能な関数であって、任意の個人ν にとって、他者の任意の努力水準 e ν− に関して、 
                   0ed < , 0eed > , 0fd > , 0fed < , & (0, , ) 0d ⋅ ⋅ =              (6.1) 

であると仮定しよう。さらに、以下の議論では主観確率関数 ( , , )⋅ ⋅ ⋅d を以下のように特定化

しよう： 

                     ( ) { }2,
, , min ( ),1

f

fd f e e
e

ν ν

νν
ν ν

ν
φ ν

−

Ω

⎡ ⎤
⎛ ⎞ ⎢ ⎥=⎜ ⎟ ⎢ ⎥⎝ ⎠

⎣ ⎦
                  (6.2)  

但し、
( )( )

2
eν ψ νφ ν +

= , 
( )

{ }
,

( )\( )
( )

f
N

e

N

ν ν

η

η ν νψ ν
ν

Ω
∈=
∑

, & 

{ } ( ){ }( ) \ ( , ) ,N N f fη η ν νν η ν= ∈ Ω = Ω . 

この(6.2)式のような関数が ( , , )⋅ ⋅ ⋅d に関する仮定(6.1)を満たす事については、容易に確認で

きる。7 
 以上の設定の準備の下で、我々はこの経済モデルの下での均衡について定義する

事ができる。企業の問題(P4)の解の集合を ( ,1)A p で表す事にしよう。また、個人ν の効用

最大化問題――特に、被雇用者に関しては(P5)――の解の集合を [ ]( ), , , ,i Uf Vν ν νπΩB p で表

す事にしよう。そのとき、均衡は以下のように定義される： 
 

定義 6.1 [Yoshihara (1998)]: 任意の経済環境 ( ) ( ),, ;( , ); , , ;( )A L NN P u d r ν
νδ ∈b ω に対して、

あるプロフィール { } { } { } ( )( )\
, , , , , , UN N N N N

f e Vν ν ν ν ν ν

ν ν ν ν∈ ∈ ∈ ∈
Ωp x y が１つの再生産可能解(a 

reproducible solution)であるのは、それが以下の条件を満たすときである： 

                                                  
7 この確率関数は上述の労働契約の内容を反映するものである。すなわち、ある個人が、彼の労働パフォーマンスが、

彼と同一の賃金で雇用されている他者に比較して、十分ではない水準と発見された場合には次期の雇用契約の更新がさ

れないかもしれない、という事である。 
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(a) { } { }( ), , ( ,1)
N N

fν ν

ν ν∈ ∈
Ω ∈νx A p , (利潤最大化)； 

(b)  Nν∀ ∈ , [ ]( )( , ) , , , ,i Ue f Vν ν ν ν νπ∈ Ωy B p , (効用最大化)； 

(c) ν
ν∈

=∑x x
N

 and ≥x xA , (再生産可能条件)； 

(d) ν ν
ν ν∈ ∈

≤ ≤ ≡∑ ∑x y ω ω
N N

A A  (生産の社会的実行可能性). 

 
この均衡概念は失業の存在を許容する。 
 
6.2.  再生産可能解の存在問題 
 本節では企業及び諸個人の最適化問題の解を特徴付ける事、さらに当該経済にお

ける再生産可能解の存在証明を行う。第一に、定常期待状態において、部分ゲーム均衡と

して遂行される労働契約が存在することが示される。同様に、最適な資本契約も特徴付け

られる。第二に、ある理に適った仮定の下で唯一の定常期待が存在することが示される。

最後に、ある仮定の下で、失業を伴う再生産可能解の存在が証明される。 
 
6.2.1. 労働契約並びに資本契約の決定過程 
 任意の生産期間における意思決定の第 2 段階について考えよう。第 1 段階におい

て企業によって提供された労働契約と資本契約が、それぞれ{ },ν ν

ν∈
Ω

N
f 及び[ ]π i であると

しよう。以上の前提の下で、個人ν がもし何らかの資本賦存を所有していれば、そのとき彼

はプロフィール[ ]π i の中に正の成分が存在する限り、その最大値に ( )A Wν ν ν= ≡p y pω に

到るまで、彼の金融資本を投資する。個人ν が被雇用者であれば、彼は意思決定問題(P5)

を解く。以下では、任意の被雇用者 Nν ∈ に関して、 E UV Vν ν> である状況を想定しよう。問

題(P5)を解く結果、我々は以下の 1 階条件を得る： 

                
{ }

,

( , )
( , , ( ) )ν ν

ν ν ν ν
ν ν ν

ν
−

Ω

Π −
= +e U

f
e

d u e l rV
r d f e e

u
.                (6.3) 

(6.3)式を用いて、我々は陰関数 F を以下のように定義する： 

               
( )
{ } { }

,

,

, ( , ), , ,( )

( , ) ( , ,( ) ) 0.

U f

e U e f

F e l l f rV e

d u e l rV u r d f e e

ν ν

ν ν

ν ν ν ν ν ν

ν ν ν ν ν ν ν ν

−
Ω

−
Ω

Π Ω

≡ Π − − + =

pω
      (6.4) 



 11

最適な労働努力水準
νe の近傍において、関数 ( ) 0⋅ =F は連続であり、また、F の 1 階偏微

分によって定義される関数 eF , lF , FΠ , 
UrVF , 及び fF はそれぞれ連続である事を確認で

きる。さらに、 0≠eF である。なぜならば、仮定 E UV Vν ν> , 0eed > , 0≤eeu によって、 

( ) ( ) 0= − − + >e ee U eeF d u rV u r d  

であるので。かくして、陰関数定理の適用によって、我々は以下のような労働抽出関数を

導出できる： 

                   ( ) ( ),
, , , , , ν ν

ν
ν ν ν ν ν

−

Ω

⎛ ⎞= Π Ω⎜ ⎟
⎝ ⎠

pω U f
e e l l f rV e .                (6.5) 

この(6.5)式の性質より、以下の性質を導ける： 
 

レンマ 6.1: 定常期待の下で、所与の価格pと期待利潤率プロフィール π⎡ ⎤⎣ ⎦
i において、任

意の 2 個人 ,ν η∈N は、彼らが同一の金融資本額を所有している、すなわち ν η=W W なら

ば、任意の労働契約 ( ),Ω f に対する最適労働努力水準は等しい。 

 
証明： 諸個人間における唯一の違いは彼らのそれぞれの金融資本所有額である。従って、

任意の ( ),Ω f に対応する彼らの最適労働努力水準の違いは、金融資本所有額の違いによっ

て生じるものである。                                                       Q.E.D.  
 
上記のレンマ 6.1 の含意として、労働努力 1 単位当たりの労働コストを最小化する為に、企

業は諸個人間における労働契約を、彼らの資本賦存量に応じて差異化するべきである事が

従う。 
 
レンマ 6.2: 上記の仮定の下で、任意の被雇用者 Nν ∈ において、最適労働努力水準は実質

賃金率に対して単調増加的である。 
 
証明： (6.4)式より、任意の Nν ∈ において、 

( )
( ) ( )

ν
Π Π⋅ − + ⋅∂

=
∂Ω + − −

e e

ee ee U

d u l r d u le
u r d d u rV

. 

ここで、 0uΠ > , 0eeu ≤ , 0euΠ = , 0ed < , 0eed > であり、かつ、
ν ν>E UV V であるので、
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明らかに 0ν∂ ∂Ω >e が従う。                                                Q.E.D. 
 
レンマ 6.2 は労働市場が効率賃金タイプである為の必要条件である。 
 次に、生産期間における第 1 段階の意思決定について、考える。ここで、企業は

各個人の選好と資本賦存について知っているとの仮定の下で、企業は任意の Nν ∈ の、任意

の労働契約 ( ),ν νΩ f に対する労働努力水準を計算する事ができる。それゆえ、問題(P4)は

以下のような 2 ステップの問題に分割する事ができる： 
 

(第 1 ステップ): 任意の ( ),N N− p 及び [ ]0,1∈l に関して 

              
( )

( ) ( ),

min
, , , , ,

f

U f

s f

e l l f rV e
ν ν

ν ν

ν ν

ν
ν ν ν ν

−Ω

Ω

Ω +

⎛ ⎞Π Ω⎜ ⎟
⎝ ⎠

pω
    ( )Nν∀ ∈ .        (P4-1) 

 

(第 2 ステップ): 任意の ( ),N N− p 及び、問題(P4-1)に関する N 対の解 ( ){ }* *, ( )
N

l f lν ν

ν∈
Ω

が所与の下で、 

            
[ ] ( )( )

* *

* *0,1

( ) ( ( ))max ( )
, ( ) , , ( ),l N U

l s f lA L l
e W l l l f l rV

ν ν
ν

ν ν ν ν
ν∈
∈

⎡ ⎤⎛ ⎞Ω +⎢ ⎥⎜ ⎟− −
⎢ ⎥⎜ ⎟Π Ω⎝ ⎠⎣ ⎦

∑ p p x         (P4-2) 

s.t.  ( )( )* *, ( ) , ( ), ( )Ue W l l f l rV l L lν ν ν ν νΠ Ω ⋅ = x    ( )Nν∀ ∈ , 

( )
N

A lν

ν∈

≤∑p x pω , ( )l ≥x 0 . 

問題(P4-1)と問題(P4-2)の解の組を { }( )* * *, ,
N

f lν ν

ν∈
Ω で記す事にしよう。そのとき、問題

(P4-1)の解の 1 階条件は以下のようになる8： 

     ( ) ( )* *

,
, arg min

f

s f
f

eν ν

ν ν
ν ν

νΩ

Ω +
Ω =  ⇒  

( )*

*

* *

ee
s f

ν

ν
ν

ν νΩ
=
Ω +

, ( ) *

*

* f
e

s f
e ν

ν
ν

ν
Ω

′ = .    (6.6) 

 

レンマ 6.3: 上記の仮定の下で、任意の被雇用者 Nν ∈ において、もし ( )* *, fν νΩ が条件

                                                  
8 任意の関数 ( )xh に関して、 X 上のある変数が h を最大化、もしくは最小化するときに、そのような変数を

( )arg max ∈x xX h もしくは ( )arg min ∈x xX h で記す。 
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(6.6)を満たすとき、この ( )* *, fν νΩ は 2 階の条件をも満たす。 

 
証明： 章末の数学付録を見よ。                                              Q.E.D. 
 

 
図 6.１：労働契約均衡の決定 

 

命題 6.1: 定常期待の下で、以下の条件が満たされるとき、労働契約のリスト{ }* *,
N

fν ν

ν∈
Ω

と労働努力水準のリスト{ }*

N
e ν

ν∈
は、部分ゲーム完全均衡として遂行される： 

{ }* *,
N

fν ν

ν∈
Ω は条件(6.6)を満たし、かつ ( )( )* * * * *, , , , Ue e W l l f rVν ν ν ν= Π Ω   ( )Nν∀ ∈ . 

 
証明： 以下のような戦略プロフィールを考える： 

・企業の戦略：条件(6.6)を満たす様な{ }* *,
N

fν ν

ν∈
Ω を提供し、そして個人ν の次期の雇用

に関して、もし ( )( )* * * * *, , , , Ue e W l l f rVν ν ν ν≥ Π Ω であれば更新し、そしてもし 

( )s f
( )s f ν 0

( )( ), , , Ue W l f rVν ν ν νΠ Ω

*e ν

*νΩ
Ω

e
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( )( )* * * * *, , , , Ue e W l l f rVν ν ν ν< Π Ω であれば、今期末に彼を馘首する。           

・任意の個人ν の戦略：( ), fν νΩ が提供されたならば、 ( )( )* *, , , , , Ue e W l l f rVν ν ν ν ν= Π Ω の

労働努力を行使する。 
 明らかに、この戦略プロフィールは部分ゲーム完全均衡を構成する。      Q.E.D. 
 
この企業の脅迫戦略は、完全雇用の場合であってさえも、もし外生的に与えられている人

口成長が最大資本蓄積率を超える場合には、クレディブルである。その様な場合には、任

意の個人は次の生産期間において現れるであろう潜在的な産業予備軍の存在によって脅か

されるのである。9 
 
6.2.2. 留保効用の定常期待の存在 
 上記の分析は経済が定常期待の下にある事を仮定している。すなわち、各個人の

留保効用の事前価値は、その事後価値と一致する状況の仮定である。10 以下では、定常期

待を維持させる唯一の留保効用の値が存在することを証明する。 

 各個人ν の留保効用の事前価値を 0 Uz rVν ν≡ で記す事にしよう。各個人ν に関して、

条件(6.6)を満たす解は 0zν の値に依存する事より、我々は連続関数 ( )*
0zν νΩ , ( )*

0f zν ν , 

( )*
0l ν z 及び ( )*

0e ν z ――但し、 ( )1
0 0 0 0,..., ,..., Nz z zν=z である――を定義できる。 

 定義より、 

( )
min , 1

1
N

a
N N

β
δ β

⎧ ⎫⎪ ⎪= ⎨ ⎬
− −⎪ ⎪⎩ ⎭

. 

次に、馘首される個人の割合を表すβ について考えよう。まず、 ( )1 2max ,
N

fν ν ν
ν

θ θ θ
∈

≡∑
という記号を導入する。但し、 

( )
( )

* * *

1 * * *

1 if  , , 0

0 if  , , 0

e f l e

e f l e

ν ν ν

ν

ν ν ν
θ

⎧ Ω − >⎪= ⎨
Ω − ≤⎪⎩

, 
( )
( )

* * *

2 * * *

1  if  , , 0

0  if , , 0

e f l e

e f l e

ν ν ν

ν

ν ν ν
θ

⎧ Ω − >⎪= ⎨
Ω − ≤⎪⎩

 

                                                  
9 潜在的産業予備軍は資本主義セクターにおける人口の自然成長率によって構成されるのみならず、非資本主義セクタ

ーからの人口流動によってもまた、構成される。 
10 我々のここでのアプローチは一時的均衡分析であるので、厳密に言えば、次期の価格についての期待も存在する。し

かしながら、Roemer (1981, 1982)と共に、ここでは価格期待もまた、定常状態にあると仮定している。. 
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であり、また、 ( )* * *, ,e f lν νΩ は(6.6)式によって導かれる労働努力水準である。そのとき、

我々は連続関数 ( )β θ を、 ( )0 0β = , ( ) 0β ′ ⋅ ≥ 及び ( ) [ ]0,1β θ ∈  ( )θ∀ として、定義する。

( )*
0f zν ν かつ ( )*

0e ν z の性質より、明らかに ( )( )0β θ z となる。かくして、我々は ( )0a a= z

という関数関係を得る。 
 上記の議論より、我々は、留保効用の事前価値に対応する、留保効用の事後的価

値を以下のように得る事ができる： 

( ) ( )( )
( ) ( )( ) ( ) ( )

( ) ( )0 0 *
0 0

0 0

1 1
,0 ,0U E

r a r a
rV u W rV

r a r a
ν ν− +

= Π +
+ +

vz z
z z

z z
, 

但し、 

( )
( ) ( )( ) ( ) ( )( ) ( ) ( )( ) ( ) ( )( )

( ) ( )( )
* *

0 0* * * * *
0 0 0 0 0 0* * * *

0 0 0 0

,
, , .

, ,
v

E

d f z errV u W z l e l z
r d f z e r d f z e

ν ν ν
ν ν ν ν ν

ν ν ν ν ν ν
= Π Ω +

+ +

z
z z z z

z z
　  

(6.3)式より、上記の等式を以下のように書き換えることが出来る： 

( ) ( )( )
( ) ( )( ) ( ) ( ) ( )

( )
0 0

0 0 0
0 0

1 1
,0 ,0U

r a r a
rV u W g z

r a r a
ν ν ν ν− +⎡ ⎤= Π + +⎣ ⎦+ +

z z
z z

z z
, 

但し、 

( ) ( ) ( )
( )

*

*

0
0 0

0

e

e

u
g A r

d
ν

ν

ν
ν

ν=
z

z z
z

 & ( ) ( ) ( )
( )( )

0
0

0

1
1

r a
A

r a
+

=
−

z
z

z
. 

ここで、 ( )0UrVν z は ( )( ) ( )0,0 ,0u W gν ν⎡ ⎤Π +⎣ ⎦z と 0zν の凸結合である事に留意せよ。 

 我々は、各個人 ν に関して、 ( )( ) ( )0 0,0 ,0u W g zν ν ν⎡ ⎤Π + =⎣ ⎦z 、もしくは

( )0 0UrV zν ν=z となるような 0z の存在を示す。レンマ 6.1 及び命題 6.1 に従えば、労働契約

均衡においては、同一の貨幣資本を所有する個人同士は、同一の労働努力水準を供給し、

それが企業の費用最小化を支持する。それゆえ、集合 N の任意の vに関して、 0νθ = であ

る。これは、均衡においては 0β = である事を意味する。11 それゆえに、均衡においては、

                                                  
11 すなわち、労働契約均衡においては、馘首される個人は存在しない。それは監視の誤差が生じないからである。もち

ろん、これは企業の監視が完全である事を意味しない。一般に、完全監視は企業にとって極めて高価であるが故に、企

業の監視活動は不完全である。 
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( )( ) ( )0,0 ,0u W gν ν⎡ ⎤Π +⎣ ⎦z は ( )( ),0 ,0u WνΠ に還元される。明らかに、定常期待の下で、

( )( )0 ,0 ,0u Wν ν= Πz が、労働契約均衡と整合的となる、唯一の vの留保効用の値である。

以上の整理より以下が従う： 
 
命題 6.2: β を上記のように設定しよう。そのとき、労働契約均衡と整合的となる、唯一の

定常期待が存在する。 
 

 
図 2：留保効用の定常期待 

 
6.2.3. 再生産可能解の存在 
 経済が定常期待の下にあると仮定しよう。そのとき、留保効用の値は、各個人ν に

関して ( )( ),0 ,0UrV u Wν ν= Π となる。問題(P4-1)より、この事は
*νΩ , *f ν

の値や、労働努

力水準
*e ν
は、ν の利潤収入 Wνπ と労働時間 l に依存している事を意味する。よって問題

(P4-1)及び(P5)の解として、我々は連続関数 ( )* ,W lν νπΩ , ( )* ,f W lν νπ , 及び ( )* ,e W lνπ

を得る事ができる。 

0 0z

UrV

( )( ) ( )0,0 ,0u W gν νΠ + z

( )( ),0 ,0u WνΠ

( )( ),0 ,0u WνΠ

0zν

45D
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 記号として、 { }0 s.t.  &  n A A+≡ ∈ ∃ ≥ = ≥ω R x x ω x x^ 　 　 , 及び任意の ∈ω ^に関

して、 ( ) ( ){ }1,..., N n N

N
ν

ν+ ∈
≡ ∈ =∑ω ω ω R ω ω�̂ としよう。連続関数として 

( ) { }max  on 1ni i

i
i

p A
A

γ +

⎧ ⎫−
= Δ ≡ ∈ =⎨ ⎬

⎩ ⎭

pp p R pb
p

　  

を定義し、さらに ( )maxmγ γ∈Δ= p p と記す事にしよう。所与の [ ]0,1l∈ それぞれに関して、

関数 ( ): 0,l m
Nε γ +⎡ ⎤×Δ× →⎣ ⎦ω R�̂ を、 ( ) ( ), , ,l

N N
e lν

ν
ε π π

∈
=∑ω p pω� として定義する。但

し、 ( )1,..., N≡ω ω ω� � � とする。明らかに各 ( ), ,πω p� において、 ( ),l
Nε ω p� は連続である。所

与の ( ) ( ), 0, mπ γ∈Δ×p に対して、 ( )* arg max , ,l
Nε π=ω ω p� � となるような ( )* ∈ω ω�� ^ が存

在する。 ( )ω�̂ がコンパクトである事より、そのような *ω� の存在は well-defined である。

このような *ω� は、各 ( ), 0, mπ γ⎡ ⎤∈Δ× ⎣ ⎦p ごとに決定される。かくして各 ( ), 0, mπ γ⎡ ⎤∈Δ× ⎣ ⎦p

に対して優半連続な対応 ( )* ,πω p� を得る事ができる。また、Berge の最大値定理より、関

数 ( )( )*, , , ,l
Nε ω πω p p� は、各 ( ), 0, mπ γ⎡ ⎤∈Δ× ⎣ ⎦p に対して連続になる。ここでΔがコンパ

クトである事から、所与の 0, mπ γ⎡ ⎤∈ ⎣ ⎦に対して、 

( ) ( )( ) ( )( )* * * *arg max , , ,l
Nπ ε π π π π∈Δ= pp ω p p�  

が存在する。また、 ( )( ) ( )( )* * *, , ,l
Nε π π π πω p p� が 0, mγ⎡ ⎤⎣ ⎦上で連続である事から、 

( )( ) ( )( )* * *
0,

max , , ,m
l
Nγ

ε π π π π⎡ ⎤∈⎣ ⎦p
ω p p�  

が存在する。この値を ( ),e N l で記す事にしよう。そのとき、 

( ) [ ] ( ) [ ]{ }0 0
0,1max , max max , | 0,1le N l l e N l l l∈= ∈  

が存在する。
1A−
が存在するとの仮定の下で、 ( ){ }1 0 0| max ,LA e N l l−≡ ∈ ≤ω ω^+W と定
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義しよう。 
 

仮定 6.1: 経済環境 ( ) ( ),, ;( , ); , , ;( )A L NN P u d r ν
νδ ∈b ω において、 ∈ω +W . 

 
 ここで、ペロン=フロベニウス定理より、行列 Aの唯一のフロベニウス固有値

( ) 10 1 1λ −< + < に対応する唯一のフロベニウス固有ベクトル *x 0� が存在して、 

( )* *1 Aλ= +x x  

となる。 *A ∈x ^であるので、集合^は非空である。さらに、ある非負の実数値 0ρ ≥ が存

在して、 ( )* 0 0max ,L e N l lρ ≤x となる。それゆえ、 +W もまた、非空である。 

 
定理 6.1 [Yoshihara (1998)]: 当該経済環境は非自明な再生産可能解の下にある。そのとき

の関連する価格ベクトルpは部門間利潤率を 0π ≥ として均等化させるものであり、以下の

ように定まる： 
( )1 A CLμ= + +p p , 

但し、ある ( ]0,1σ ∈ の下で 0πμ
σ

= ≥ となり、かつ

( )( )
N

N

s f
C

e

ν ν

ν
ν

ν

∈

∈

Ω +
=
∑

∑
. 

 

仮定 6.2: 任意の個人 Nν ∈ に関して、 0leν = であるか、もしくは 0leν < かつ 0lleν < である。 

 
定理 6.2 [Yoshihara (1998)]: 経済環境は仮定 6.1と仮定 6.2を満たすとしよう。そのとき、

定常期待の下で、任意の ( )∈ω ω�� ^ に対して、再生産可能解が存在する。 

 
定理 6.1 及び定理 6.2 の証明はこの章末の数学付録に収録されている。 
 
6.3.  富-労働規律対応関係 
 本節では、個人の労働規律水準と彼の富の保有水準との関係性について分析する。

以下では、各個人の労働規律の水準を、彼の受け取る実質賃金単位当たりの労働努力の供

給量として、定義する。それゆえ、ある個人の受け取る実質賃金単位当たりの彼の供給す

る労働努力が多ければ多いほど、彼の労働規律の水準は高いという事になる。 
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定義 6.2: 経済が再生産可能解 { } { } { } ( )( )* * * * * * *

\
, , , , , , UN N N N N

f e Vν ν ν ν ν ν

ν ν ν ν∈ ∈ ∈ ∈
Ωp x y の下に

あるとしよう。そのとき、ある個人ν は他の個人ηよりもより労働規律度が高いのは、以下

の条件が満たされるときである： 
* *

* *

e eν η

ν η>
Ω Ω

. 

 
この定義の含意は明快だろう。すべての被雇用者は企業の管理統制の下で働かなければな

らない。しかしながら、たとえ企業の監視プロジェクトに基づく解雇政策によって脅威を

受けているにせよ、どれだけの労働努力を供給するかについての最終要因は、究極的には

その個人それ自身にある。個人ν が個人ηよりも単位実質賃金当たりより多くの労働努力を

供給する事は、個人ν が個人ηよりも企業の管理統制に対して、より弱腰である事を証明し

ているように見える。換言すれば、個人ν は個人ηよりも企業の管理統制に対して、より忠

実であるという事だ。12 
 以下の議論では、一般性を失う事無しに、 1l = となる再生産可能解を仮定する。

その上で第一に、正の利潤率 0π > の伴う非自明的な再生産可能解の下で、富(金融資本保

有量)のより豊かな個人は、富のより貧しい個人よりもより高い労働努力水準を供給する事

を示す。第二に、にも拘らず、富のより豊かな個人の労働努力単位当たりの最適労働費用

は、富のより貧しい個人よりも高くなることを示す。かくして、富のより貧しい個人はよ

り豊かな個人に比較して、より高い労働規律水準で働いている事が確認される。最後に、

以上の議論の系として、富のより豊かな個人の最適実質賃金はより貧しい個人よりも高く

なり、それによって貧富の格差拡大という意味で、｢資本蓄積における貧困化法則｣と言う

べき状況の確立が証明される。さらに、この労働市場の環境下では、労働努力の供給は富

保有量に対して非弾力的である事が確認される。この性質は、次節で論じられる、この経

済環境での富-搾取対応関係が成立する為の十分条件である。 
 正の利潤率 0π > の伴う非自明的な再生産可能解の下での労働抽出関数が、問題

(P4-1)及び問題(P5)を通じて、 ( ) ( ) ( )( )* *, , ,Ue W f W rV W Wν ν ν ν νΩ として導かれる。資本賦

存量の違いを除いては、個人間の特性の違いは何もない経済環境であるので、労働努力の

供給水準は、個人に賦存する富の水準に連続的に対応する事に留意せよ。かくして： 
 
命題 6.3: 経済が 0π > を伴う再生産可能解の下にあるとしよう。そのとき、富のより豊か

                                                  
12Bowles and Boyer (1990)は、資本と労働が対抗的関係にあるときに、失業給付が増加する事は労働の交渉力を強める

事になると示唆している。彼らはまた、失業給付の増加は労働努力単位当たりのより高い実質賃金をもたらす事を証明

している。これらの事より含意されるのは、労働努力単位当たりの実質賃金水準という変数は労働の交渉力に関連して

いるという解釈である。この見方は、我々の定義 6.2 を確証させるものであるように見える。 
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な個人はより貧しい個人に比してより多くの、もしくは同程度の、労働努力水準を供給し

ている。 
 

証明：以下の計算を行う：任意の 0Wν ≥ に関して、 

( )
( )

( )
( )

( )
( )

( )

( ) ( ){ }
( )( ){ }

* *

* *

* *

* *

* * * *

* *

, ,0

* *

d
d

, ,

U

U

U U U

U U U

e W W

Ue e

e W W f W rV We e e e
W W W W WW f W rV W

rV rV rVe e f f e e
W rV W f W rV W rV W W

d u u

d u W e rV

ν ν

ν ν ν ν

ν ν ν ν νν ν ν

ν ν ν ν ν ν

ν

π
Π Ω Π

∂Ω ∂ ∂∂ ∂ ∂ ∂
= + + +

∂ ∂ ∂ ∂∂Ω ∂ ∂

⎧ ⎫ ⎧ ⎫∂ ∂ ∂∂ ∂Ω ∂Ω ∂ ∂ ∂ ∂ ∂
= + + + + +⎨ ⎬ ⎨ ⎬∂Ω ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂ ∂⎩ ⎭ ⎩ ⎭

−
=

Π Ω −

　

　　　  　

　　　  　
( )* *

.
e e

u r d− +

 

ここで上述の仮定より、 ( )( )* *, , Uu W e rVνΠ Ω > , * * 0
e e

d > 及び * * 0
e e

u ≤ であるので、上記

の等式の最後の右辺の分母は正値となる。他方、分子は非負値となる。なぜならば、 0uΠΠ ≤

かつ 0euΠ = である事から、 ( ) ( )*, ,0W W
u uν νΠ Ω Π

≤ である事が従い、さらに * 0
e

d < であるから。 

かくして、任意の 0Wν ≥ に関して、 ( )d / d 0e W Wν ν ≥ となる。従って、命題の主張が確証

される。                                                                   Q.E.D. 
 
命題 6.4: 経済が 0π > を伴う再生産可能解の下にあるとしよう。そのとき、富のより豊か

な個人はより貧しい個人に比して、労働努力単位当たりの最適労働費用がより低くはなら

ない。 
 
証明： 労働努力単位当たりの最適労働費用を以下の表記で表す事にしよう： 

( ) ( ) ( )( ) ( ) ( )( )
( ) ( ) ( )( )

* *
* * *

* *
, ,

, , ,U

W s f W
C e W W f W

e W f W rV W W

ν ν
ν ν ν

ν ν ν ν

Ω +
Ω ≡

Ω
. 

包絡線定理の適用によって、任意の 0Wν ≥ に関して、 

( ) ( ) ( )( ) ( )( )
{ }

( ) ( ){ }
( )( ){ } ( )

* *

* * * *

* * * * *
,0 ,

2 * **

, ,
.

, ,

e W W

Ue e e e

d u uC e W W f W s f

W d u W e rV u r de

ν ν
ν ν ν

ν ν

π
Π Π Ω

−∂ Ω − Ω +
=

∂ Π Ω − − +
 

ここで右辺第二項は命題 6.3 の証明より、非正値である事を確認できる。従って、任意の

0Wν ≥ に関して、 
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( ) ( ) ( )( )* * *, ,
0.

C e W W f W

W

ν ν ν

ν

∂ Ω
≥

∂
 

以上より、命題の主張が確証される。                                          Q.E.D. 
 
レンマ 6.4:  経済が 0π > を伴う再生産可能解の下にあるとしよう。そのとき、任意の個

人に関して、その供給される労働努力水準は富の水準に対して非弾力的である。 
 
証明： 我々の目的は、以下を示す事である： 

( )
( )( ) ( )( )

( )( ) ( )( )* **

* *

d log d log 
1

d log d log 

s f W We W
Ws f W W

ν νν

νν ν

+ Ω
≤

+Ω
. 

命題 6.4 より、
( )

( )( ) ( )( )
*

* *

d log 
1

d log 

e W

s f W W

ν

ν ν
≤

+Ω
である事は明らかなので、以下では 

( )( ) ( )( )* *d log 
1

d log 

s f W W

W

ν ν

ν

+Ω
≤ となる事を確認する。 ( ) * * * *

* / /
f f

s f e e F F
Ω Ω

′ = = であ

る事が条件(6.6)より従うので、我々は以下を得る： 

( )( ) ( )( ) ( )

( )*

* *
,0

,

2 1
W

W

us f W W

W l u

ν

ν

ν ν

ν

π Π

Π Ω

⎧ ⎫∂ +Ω ⎪ ⎪= −⎨ ⎬∂ ⎪ ⎪⎩ ⎭

. 

効用関数u が凹である事より、 ( ) ( )*, ,0W W
u uν νΠ Ω Π

≤ が従う為、
( )( ) ( )( )* *

0
s f W W

W

ν ν

ν

∂ +Ω
≥

∂
. 

しかしながら、 ( )U νΠ の仮定より、 ( ) ( )*,0 ,
/

W W
u uν νΠ Π Ω

はWν
に関して単調非増加的である

ので、
( )( ) ( )( )* *s f W W

W

ν ν

ν

∂ +Ω

∂
の値はWν

に関して単調非増加的である。これは、 

( )( ) ( )( )* *d log
1

d log

s f W W

W

ν ν

ν

+Ω
≤ の成立を、意味する。                          Q.E.D. 

 
定理 6.3 (富-労働規律度対応関係 [Yoshihara (1998)]): 経済が 0π > を伴う再生産可能解

の下にあるとしよう。そのとき、もし全ての個人がリスク回避的であるならば、富のより
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貧しい個人はより豊かな個人に比して、その労働規律度はより高い。 
 

 
図 6.３: 定理 6.3 の証明の幾何的説明 

( ) ( )
* *e e

W W
C W C W

η ν
η ν

η ν

⎧ >⎪> ⇒ ⎨
>⎪⎩

　　　
  

(  6.3)
(  6.4)
命題

命題
 

⇓  

       
* *

* *  (  6.3)e eη ν

η ν<
Ω Ω

　　　　定理  

 
証明： 2 次元の非負実数空間を考え、その縦軸は労働努力水準を表し、横軸は実質賃金水

準を表すとしよう。この空間を、以下、( ),eΩ -空間と呼ぶ事にする。ところで、任意の ( ), fΩ

に対して、 

( ) ( ){ }
( )( ){ } ( )

,0 ,
0

, ,

e W W

ee U ee

d u ue
W d u W e rV u r d

ν ν

ν ν

π
Π Π Ω

−∂
= ≤

∂ Π Ω − − +
  ( )Nν∀ ∈  

である。この事実が意味する事は、W Wν η< となるような 2 人の個人ν とηが存在すると

きには、 ( ),eΩ -空間上の個人ηの労働抽出曲線は個人ν の労働抽出曲線よりも右下方にシ

0

( )e Wν

*e ν

*νΩ
Ω

e

( )e Wη
*e η

*ηΩ
( )s f

( )s f ν( )s f η

( )C Wη ( )C Wν

*

*

e ν

νΩ

*

*

e η

ηΩ
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フトした位置に描かれる、という事である。 

 ( ),eΩ -空間上における個人ν の労働契約点を ( )* *,eν νΩ であるとしよう。そのとき、

原点とこの契約点を結ぶ、傾き
* */e ν νΩ の半直線を引く。この半直線を ( )* */e ν νΩ -線と呼

ぶ事にする。以下で我々は、個人ηの労働契約点 ( )* *,eη ηΩ は、点 ( )* *,eν νΩ を除いて、決

して ( )* */e ν νΩ -線上、もしくはそれより上方の西北領域に属する事はない事を示す。 

 第一に、区間 )*0, ν⎡ Ω⎣ においては、( )* */e ν νΩ -線上のどの点に関しても、その第 2

成分は ( )*e Wν ν
の値を超える事はない。しかしながら、命題 6.3 より、 ( ) ( )* *e W e Wη η ν ν≥

でなければならない。これが意味する事は、区間 )*0, ν⎡ Ω⎣ においては、点 ( )* *,eη ηΩ は決し

て ( )* */e ν νΩ -線上には位置できない、という事である。逆に区間 )*0, ν⎡ Ω⎣ において、仮に

点 ( )* *,eη ηΩ が ( )* */e ν νΩ -線上に位置すると仮定しよう。そのとき、 ( ),eΩ -空間上におい

て個人ηの労働抽出曲線は個人ν の労働抽出曲線よりも右下方にシフトした位置に描かれ

るので、 ( ) ( )* *e W e Wη η ν ν< とならねばならないだろう。しかし、これは矛盾である。ま

た、命題 3 より ( ) ( )* *e W e Wη η ν ν≥ でないといけないので、部分空間 )*0, ν
+⎡ Ω ×⎣ R におい

て ( )* *,eη ηΩ が ( )* */e ν νΩ -線よりも下方の南東領域に属する事も有り得ない。以上より、

W Wν η< である限り、部分空間 )*0, ν
+⎡ Ω ×⎣ R において ( )* *,eη ηΩ を見出す事は有り得ない。 

 第二に、区間 ( )* ,νΩ +∞ において、( )* */e ν νΩ -線上のどの点も個人ν の労働抽出曲

線よりも上方に位置する事になる。なぜならば、個人ν の労働抽出曲線の点 ( )* *,eν νΩ にお

ける接線の傾きは、直線 ( )( )* * */e s fν ν ν+Ω の傾きに等しいからであり、そして明らかに

( )( )* * * * */ /e s f eν ν ν ν ν+Ω < Ω であるから。以上より、点 ( )* *,eη ηΩ は ( )* */e ν νΩ -線上に位
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置することは有り得ない。かくして、( )* *,eη ηΩ は ( )* */e ν νΩ -線とν の労働抽出曲線のいず

れよりも下方に位置しつつ、 ( ) ( )* * * *e W e Wη η ν ν≥ と為らなければならない。これは 

* *

* *

e e W W
η ν

η ν
η ν≤ ⇔ >

Ω Ω
 

の成立を意味する。この上式の左辺が特に等号として成立するのは、 0uΠΠ = のときのみで

ある。                                                                     Q.E.D. 
  
系 6.1 (資本蓄積における貧困化法則):  経済が 0π > を伴う再生産可能解の下にあるとし

よう。そのとき、もし全ての個人がリスク回避的であるならば、より富の少ない個人はよ

り富の豊かな個人に比べて、より低い実質賃金を受け取っている。 
 
証明：命題 6.3 及び定理 6.3 より、以下の関係を我々は得る： 

( ) ( )
* *

* *
* * & e ee W e W W W
η ν

η η ν ν η ν
η ν

⎡ ⎤
≥ ≤ ⇔ >⎢ ⎥Ω Ω⎣ ⎦

. 

この左辺の 2本の不等式が同時に成立するのは、
* *η νΩ ≥ Ω のときのみである。     Q.E.D. 

 
定理 6.3 及び系 6.1 の諸結果が示している事は、企業にとってより富の豊かな個人を雇用す

るのは極めて費用が嵩む、という事である。にも拘らず、最も富の豊かな個人が雇用され

る状況が存在し得るだろう。そのような状況が生じ得るのは、完全雇用が実行可能であり

かつ、現状の総資本賦存スケールの下での企業にとって、収益性に反しないときであろう。

そのような時でさえも、企業の馘首戦略は全ての被雇用者に対して有効であろう。なぜな

らば、全ての被雇用者は次の生産期間において現れるであろう潜在的な産業予備軍の存在

によって脅かされているであろうから。 
 命題 6.4 と定理 6.3 の含意は、資本主義経済における大量のプロレタリアートの存

在が当該経済を十分に収益的にする上で重要な役割を担っているという事である。なぜな

らば、資本財を所有しないプロレタリアートはもっとも高い水準の労働規律度を受容する

のであり、それゆえに、資本主義経済にとって最も収益的な諸個人となるからである。 
 
6.4.  富-搾取-労働規律対応関係 
 以下では、諸個人を彼らの富に応じて分類し、その上で、富と労働搾取、及び労

働規律の関係について分析する。一般性を失う事無く、経済は非自明な再生産可能解の下

にあり、そのとき利潤率は 0π μσ= > であるとしよう。但し、 ( )0 1σ< ≤ である。以下で

は、レオンチェフ経済体系の前提より、労働搾取の定義は定義 5.10 に従う事とする。その

結果、以下の性質を導き出す事が出来る： 
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命題 6.5: 経済が 0π > を伴う再生産可能解の下にあるとしよう。そのとき、個人ν は、雇

用されているならば、 

v は被搾取者

max

* *
max

1
;

eW
e l

ν

νν

ν ν

ρ

πρ

⎛ ⎞Ω
− ⎜ ⎟

⎝ ⎠⇔ <  v は搾取者

min

* *
min

1
,

eW
e l

ν

νν

ν ν

ρ

πρ

⎛ ⎞Ω− ⎜ ⎟
⎝ ⎠⇔ >  

但し、 max 1, ,
max
i n

i

ρ
=

⎛ ⎞
= ⎜ ⎟

⎝ ⎠

Λ
p…

かつ min 1, ,
min

i n
i

ρ
=

⎛ ⎞
= ⎜ ⎟

⎝ ⎠

Λ
p…

である。 

 

証明： 経済が 0π > を伴う再生産可能解の下にあるとき、 ( ) *,W W lν ν ν ν νπΠ Ω = +Ω であ

り、かつ、 * * *e l Lν ν ν= x である。今、個人ν に関して

max

* *
max

1
eW

e l

ν

νν

ν ν

ρ

πρ

⎛ ⎞Ω
− ⎜ ⎟

⎝ ⎠< としよう。その

とき、 ( )* * *
max W l e lν ν ν ν νρ π +Ω < である。任意の消費財ベクトル νc で、 *W lν ν ν νπ= +Ωpc

を満たすものを考えよう。そのとき、 * *
max e lν ν νρ <pc である。これは、 *W lν ν ν νπ= +Ωpc

を満たすいかなる非負の消費財ベクトル νc を選んでも、 * *e lν ν ν<Λc が成立する事を意味す

る。よって、
( )( ) ( ) *

, ,1
max . .

B
l v e lν

ν ν∗
∈ Π

<
c p p

c である。この逆の関係も、同様に示す事ができる。

また、搾取者の場合も同様にして示す事ができる。                              Q.E.D. 
 
命題 6.6: 経済が 0π > を伴う再生産可能解の下にあるとしよう。そのとき、社会は互いに

素である、以下のような 5 つの集合に分割される： 

( )
( )

/
| 1 s.t.   if  

max

N NPH

i

s f e
N e l L A W N

A
L

η η

η ην ν ν ν νν σ ν
π

σ

∈ ∈

⎧ ⎫⎡ ⎤⎛ ⎞
⎪ ⎪⎢ ⎥⎜ ⎟
⎪ ⎪⎝ ⎠⎢ ⎥= ∈ + < ∀ = ∈⎨ ⎬⎢ ⎥⎛ ⎞⎪ ⎪⎢ ⎥⎜ ⎟⎪ ⎪⎝ ⎠⎢ ⎥⎣ ⎦⎩ ⎭

∑ ∑
C y y p y

p
　 ; 

( )
( )

/
| 1 s.t.   if  

max

N NH

i

s f e
N e l L e l A W N

A
L

η η

η ην ν ν ν ν νν σ ν
π

σ

∈ ∈

⎧ ⎫⎡ ⎤⎛ ⎞
⎪ ⎪⎢ ⎥⎜ ⎟
⎪ ⎪⎝ ⎠⎢ ⎥= ∈ < ≤ + ∀ = ∈⎨ ⎬⎢ ⎥⎛ ⎞⎪ ⎪⎢ ⎥⎜ ⎟⎪ ⎪⎝ ⎠⎢ ⎥⎣ ⎦⎩ ⎭

∑ ∑
C y y p y

p
　 ; 
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( ) }{ | s.t.   if  PB N L e l A W Nν ν ν ν νν σ ν= ∈ = ∀ = ∈C y y p y 　 ; 

( ) }{ | , 0 s.t.   if  S N L e l W A W Nν ν ν ν ν νν σ ν= ∈ < ≠ ∀ = ∈C y y p y 　 ; & 

{ }| 0P N Wνν= ∈ =C . 

 
命題 6.6 で定義された互いに素な 5 種類の個人の部分集合を前章の定義 5.9 で定義された

｢階級｣の意味で解釈できるか否かに関して、若干の注意が必要であろう。なぜならば 5 章

での議論と異なり、ここでは全ての個人の経済活動への関与の仕方は、一つは被雇用者に

なるか否かであり、もう一つは所有する資本を投資するか否かである。つまり、5 章での議

論では、資本所有者は同時に他人を雇用して働かせる等の行為を伴う経営者でも有り得た

が、本章のモデルは｢所有と経営の分離｣的な性質がある。｢所有と経営の分離｣は現代資本

主義の主要な特質の一つではある。いずれにせよ、本章のモデルでは階級の概念は、前章

に比して、より曖昧な側面を持つ。前章では、他者を雇用するか、自分が他者に雇用され

るか、自営的に活動するか、と明確に経済活動の質的に異なるタイプとして分類できた。

他方、本章では、自分の提供する労働量と自分の投資する資本によって雇用される労働量

との量的な大小関係によって、｢階級｣の分類が為されている。換言すれば、他者を雇用す

るか、自分が他者に雇用されるか、自営的に活動するか、という分類はあくまで企業を代

理人とする間接的な行為としての意味付けに過ぎない。経済活動の直接的に質的な違いは

雇用されるか、されないか、あるいは資本を投資するか、しないか、というタイプのもの

だけである。しかしながら、間接的な設定での分類であっても、依然として、上記の 5 つ

の部分集合を階級の名前を賦与する事による解釈は意味があると言えよう。 
 命題 6.6 の意味での社会の｢階級｣的分解の意味をさらに特徴付けるのが、以下の命

題である。 
 
命題 6.7:  経済が 0π > を伴う再生産可能解の下にあるとしよう。そのとき、任意の個人 v
に関して、もし Nν ∈ ならば： 

( )
1max NPH

i
N

s f
W A
e l L e

η
ν

η
ν η

η

ν
σ π

∈

∈

⎛ ⎞ ⎛ ⎞∈ ⇔ > +⎜ ⎟ ⎜ ⎟
⎝ ⎠ ⎝ ⎠

∑
∑

pC ; 

( )
1max maxNH

i i
N

s f
A W A
L e e l L

η
ν

η
η ν

η

ν
σ π σ

∈

∈

⎛ ⎞ ⎛ ⎞ ⎛ ⎞∈ ⇔ + ≥ >⎜ ⎟ ⎜ ⎟ ⎜ ⎟
⎝ ⎠ ⎝ ⎠ ⎝ ⎠

∑
∑

p pC ; 

max minPB

i i

A W A
L e l L

ν

νν
σ σ
⎛ ⎞ ⎛ ⎞∈ ⇔ ≥ ≥⎜ ⎟ ⎜ ⎟
⎝ ⎠ ⎝ ⎠
p pC ; 
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min 0S

i

A W
L e l

ν

νν
σ
⎛ ⎞∈ ⇔ > >⎜ ⎟
⎝ ⎠
pC ; & 

0.Pv Wν∈ ⇔ =C  
 

証明： ここでは、以下の同値関係のみを証明する： 

( )
1max maxNH

i i
N

s f
A W A
L e e l L

η
ν

η
η ν

η

ν
σ π σ

∈

∈

⎛ ⎞ ⎛ ⎞ ⎛ ⎞∈ ⇔ + ≥ >⎜ ⎟ ⎜ ⎟ ⎜ ⎟
⎝ ⎠ ⎝ ⎠ ⎝ ⎠

∑
∑

p pC . 

その他の階級に関する同値関係は、同様にして証明できる。 

 Hν ∈C としよう。そのとき、 max
i

W A
e l L

ν

ν σ
⎛ ⎞> ⎜ ⎟
⎝ ⎠
p

である事については、e l Lν νσ< y で

ある事より従う。他方、 

( ) /ν η η ν

η ην ν
ν

σ
σ

π
∈ ∈

⎛ ⎞
⎜ ⎟
⎝ ⎠≤ +
∑ ∑ y

y
p y

N N

e l s f e L
L e l

A
    ( ) s.t.ν ν∀ =y p y vA W  

でもある。この不等式を変形すると、 

( )

( )

( )

( )

/

1 /
     

1     /

1max .

N N

N N

N N

N

i
N

s f e L
W W W
e l L L e l

A s f e L
W

L e l

A s f e
L

s f
A W
L e e l

η η ν
ν ν ν

η η
ν ν ν ν

ν η η ν
ν

η η
ν ν

ν
η η

ν
η η

η
ν

η
η ν

η

σ π

σ
π

σ

σ π

σ π

∈ ∈

∈ ∈

∈ ∈

∈

∈

⎛ ⎞
⎜ ⎟
⎝ ⎠≤ + ⇔

⎛ ⎞⎛ ⎞
⎜ ⎟⎜ ⎟

⎝ ⎠⎝ ⎠≤ ⇔

⎛ ⎞⎛ ⎞≤ + ⎜ ⎟⎜ ⎟
⎝ ⎠⎝ ⎠

⎛ ⎞ ⎛ ⎞⇒ + ≥⎜ ⎟ ⎜ ⎟
⎝ ⎠ ⎝ ⎠

∑ ∑

∑ ∑

∑ ∑

∑
∑

y

y y

p y y

y

p y
y

p

 

 逆に、

( )
1max maxN

i i
N

s f
A W A
L e e l L

η
ν

η
η ν

η

σ π σ
∈

∈

⎛ ⎞ ⎛ ⎞ ⎛ ⎞+ ≥ >⎜ ⎟ ⎜ ⎟ ⎜ ⎟
⎝ ⎠ ⎝ ⎠ ⎝ ⎠

∑
∑

p p
であるとしよう。このとき、

特に max
i

W A
e l L

ν

ν σ
⎛ ⎞> ⎜ ⎟
⎝ ⎠
p

の性質から、 e l Lν νσ< y である事が従う。他方、 

( )
1max N

i
N

s f
W A
e l L e

η
ν

η
ν η

η

σ π
∈

∈

⎛ ⎞ ⎛ ⎞> +⎜ ⎟ ⎜ ⎟
⎝ ⎠ ⎝ ⎠

∑
∑

p  
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に関しては、この不等式を変形する事によって、 

( ) /
1

max max

N N

i i

s f e
W e l

A A
L L

η η
ν

η ην

π
σ σ

∈ ∈

⎡ ⎤⎛ ⎞
⎢ ⎥⎜ ⎟

⎝ ⎠⎢ ⎥≤ +⎢ ⎥⎛ ⎞ ⎛ ⎞
⎢ ⎥⎜ ⎟ ⎜ ⎟

⎝ ⎠ ⎝ ⎠⎢ ⎥⎣ ⎦

∑ ∑
p p

. 

従って、 

          
( ) /

1
max

η η

η ην νσ
π

σ

∈ ∈

⎡ ⎤⎛ ⎞
⎢ ⎥⎜ ⎟

⎝ ⎠⎢ ⎥≥ +⎢ ⎥⎛ ⎞
⎢ ⎥⎜ ⎟

⎝ ⎠⎢ ⎥⎣ ⎦

∑ ∑
y

p
N N

i

s f e
L e l

A
L

    ( )s.t. .ν ν ν∀ =y p yA W       Q.E.D. 

 
 レンマ 6.4 と結合させる事により、命題 6.7 は、5 つの集合を , , , ,PH H PB S PC C C C C
の順番で位置づけると、その集合に属する諸個人の富の水準との対応性が存在する事を意

味する。すなわち、富-階級対応関係が、得られる事を意味する。 
 次に、以下の定義は、社会を以下の意味での 3 つの部分集合に分割する、すなわ

ち、｢高い水準の労働規律度｣、｢低い水準の労働規律度｣、そして｢中間水準の労働規律度｣

である： 
 
定義 6.4:  経済が 0π > を伴う再生産可能解の下にあるとしよう。そのとき、社会の 3 つ

の部分集合からなる分割を以下のように定義する： 

if , , otherwiseNHD

N

e
eN N N N

η
ν

η
η ν

η

ν ν ν∈

∈

⎧ ⎫
⎪ ⎪= ∈ ∈ < ∈ −⎨ ⎬Ω Ω⎪ ⎪
⎩ ⎭

∑
∑

C , 

if , , otherwiseNLD

N

e
eN N N N

η
ν

η
η ν

η

ν ν ν∈

∈

⎧ ⎫
⎪ ⎪= ∈ ∈ < ∈ −⎨ ⎬Ω Ω⎪ ⎪
⎩ ⎭

∑
∑

C , 

& 

if , , otherwiseNMD

N

e
eN N N N

η
ν

η
η ν

η

ν ν ν∈

∈

⎧ ⎫
⎪ ⎪= ∈ ∈ = ∈ −⎨ ⎬Ω Ω⎪ ⎪
⎩ ⎭

∑
∑

C . 
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 この 3 つの部分集合を用いて、以下の定理を得ることが出来る： 
 
定理 6.4 (階級-労働規律度-搾取対応原理 [Yoshihara (1998)]): 経済が 0π > を伴う再生産

可能解の下にあるとしよう。そのとき、任意の個人 v に関して、 
                 ( )PH LD MDν ∈ ∩ ∪C C C ⇒ v は搾取者である; 

( ) ( )S P HD MDν ∈ ∪ ∩ ∪C C C C ⇒ v は被搾取者である. 
 

証明：以下の関係を証明すれば十分である： 

(1) ( )PH LD MDν ∈ ∩ ∪C C C ⇒
min

min

1 ( )
1max

ν
η

ν
η

η

η

ρ

πρ σ π
∈

∈

⎛ ⎞Ω
− ⎜ ⎟

⎛ ⎞ ⎛ ⎞⎝ ⎠ ≤ +⎜ ⎟ ⎜ ⎟
⎝ ⎠ ⎝ ⎠

∑
∑

p N

i
N

s f
e A

L e
; 

(2) ( ) ( )S P HD MDν ∈ ∪ ∩ ∪C C C C ⇒
max

max

1
min

ν

νρ

πρ σ

⎛ ⎞Ω
− ⎜ ⎟

⎛ ⎞⎝ ⎠ ≥ ⎜ ⎟
⎝ ⎠
p

i

e A
L

. 

最初に、(1)を証明する。ある個人 ( )PH LD MDν ∈ ∩ ∪C C C に関して、 

min

min

1 ( )
1max

ν
η

ν
η

η

η

ρ

πρ σ π
∈

∈

⎛ ⎞Ω
− ⎜ ⎟

⎛ ⎞ ⎛ ⎞⎝ ⎠ > +⎜ ⎟ ⎜ ⎟
⎝ ⎠ ⎝ ⎠

∑
∑

p N

i
N

s f
e A

L e
 

と仮定しよう。そのとき、 

[ ]
min

1
η

ν
η

η ν

η

ρ
∈

∈

⎛ ⎞Ω
Ω⎜ ⎟− − − <⎜ ⎟

⎜ ⎟
⎝ ⎠

∑
∑

p N

N

I A L L
e e

 

となる。なぜならば、 

[ ]
( )

N N

N

s f
I A L

e

A

η η

η η
η

ηπ σ

∈ ∈

∈

⎛ ⎞Ω +
⎜ ⎟− − ⎜ ⎟
⎜ ⎟
⎝ ⎠=

∑ ∑
∑

p

p
 

であるので。さらに、 ( )ν ∈ ∪C CLD MD
であるので、 

( ) [ ]min Λ − <pi ip I A L  

となり、これは ( )min Λ <p Λi ip を意味するので、矛盾である。 

 次に(2)について。ある個人 ( ) ( )S P HD MDν ∈ ∪ ∩ ∪C C C C に関して、 
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max

max

1
min

ν

νρ

πρ σ

⎛ ⎞Ω
− ⎜ ⎟

⎛ ⎞⎝ ⎠ < ⎜ ⎟
⎝ ⎠
p

i

e A
L

 

と仮定しよう。そのとき、 

[ ]
max

( )
1

η η
ν

η η
η ν

η

ρ
∈ ∈

∈

⎛ ⎞Ω +
Ω⎜ ⎟− − − >⎜ ⎟

⎜ ⎟
⎝ ⎠

∑ ∑
∑

p N N

N

s f
I A L L

e e
. 

さらに、 ( )ν ∈ ∪C CHD MD
であるので、 

( )
0

η η
ν

η η
η ν

η

∈ ∈

∈

Ω +
Ω

− >
∑ ∑

∑
N N

N

s f

e e
. 

従って、 ( ) [ ]max Λ − >pi ip I A L となり、これは ( )max i ipΛ >p Λを意味し、矛盾であ

る。                                                                       Q.E.D. 
 
 注目すべき事は、もし ( )∩ ∪C C CPH LD MD

がCPH
の真部分集合であるときには、

定理 6.3 より、 ( )∩ ∪C C CPH LD MD
に属する任意の個人は、 \ ( ( ))PH PH LD MD∩ ∪C C C C に

属する任意の個人よりも、より豊かな富を所有している事が従う。同様に、もし

( ) ( )∪ ∩ ∪C C C CS P HD MD
が ∪C CS P

の真部分集合ならば、( ) \ ( )S P HD MD∪ ∪C C C C に属

する任意の個人は、 ( ) ( )∪ ∩ ∪C C C CS P HD MD
に属する任意の個人よりも、より豊かな富

を所有している。ところで、もし ( )⊆ ∪C C CP HD MD
であれば、CP

に属するある個人がCMD

に属するときにはいつでも、CP
に属する任意の個人がCMD

に属する。しかしながらそのよ

うな状況が生じるのは、 ⊆CPN のときのみである。 
 以下に示す定理 6.4 の系は極めて重要なメッセージを与えてくれる： 
 
系 6.2:  経済が 0π > を伴う再生産可能解の下にあるとしよう。そのとき、諸個人が非増

加的リスク回避者であるときには、ある富のより豊かな、搾取者の集合が存在し、また、

富のより貧しい、被搾取者の集合が存在する。さらに、より富の貧しい被搾取者は、より

富の豊かな搾取者よりも、労働規律度が高い。 
 
証明： 上記の系の最初の記述はレンマ 6.4、定理 6.3、及び定理 6.4 より従う。なぜならば、

( )∩ ∪C C CPH LD MD
と ( ) ( )∪ ∩ ∪C C C CS P LD MD

のいずれも確かに非空であるから。第二

の記述もまた、レンマ 6.4、定理 6.3、及び命題 6.7より従う。                       Q.E.D. 
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 系 6.2 に関して、４つの興味深い状況が存在する。 

 
図 6.4：定理 6.4 及び系 6.2 の図的説明 

 
ケース 1： ( )⊂ ∪C C CPH LD MD  ＆ ( ) ( )∪ ⊂ ∪C C C CS P HD MD . そのとき、CPH

に属す

る任意の個人は、より富が豊かな搾取者である。他方、( )∪C CS P
に属する任意の個人は、

より富の貧しい被搾取者である。さらに、 ( )∪C CS P
に属する任意の個人は、CPH

に属す

る任意の個人よりも労働規律度が高い。 
 
ケース 2： ( )⊇ ∪C C CPH LD MD  ＆ ( ) ( )∪ ⊂ ∪C C C CS P HD MD . そのとき、( )∪C CLD MD

に属する任意の個人は、より富が豊かな搾取者である。他方、 ( )∪C CS P
に属する任意の

個人は、より富の貧しい被搾取者である。さらに、 ( )∪C CS P
に属する任意の個人は、

( )∪C CLD MD
に属する任意の個人よりも労働規律度が高い。 

 
ケース 3： ( )⊂ ∪C C CPH LD MD  ＆ ( ) ( )∪ ⊇ ∪C C C CS P HD MD . そのとき、CPH

に属す

る任意の個人は、より富が豊かな搾取者である。他方、 ( )∪C CHD MD
に属する任意の個人

は、より富の貧しい被搾取者である。さらに、( )∪C CHD MD
に属する任意の個人は、CPH

に

属する任意の個人よりも労働規律度が高い。 
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ケース 4： ⊆CPN . そのとき、 =CMDN であり、 \ PN C に属する任意の個人は、より富

が豊かな搾取者である。他方、CP
に属する任意の個人は、より富の貧しい被搾取者である。 

 
 レンマ 6.4、定理 6.4 及び系 6.2 によって、抗争的交換型労働市場を持つ資本主義

経済においては、全ての個人が非増加的リスク回避的かもしくはリスク中立的であるかの

いずれかの場合には、富-搾取対応関係が確立する。個人の非増加的リスク回避性もリスク

中立性もいずれも、不確実性下の経済においては十分に尤もらしい条件である。従って、

上述の諸結果は、富の不均等分配が労働の搾取を含意するという Roemer (1990)の議論は、

そのような尤もらしい経済環境においては、労働市場が抗争的である場合であっても、妥

当性を失わない事を意味する。 
 定理 6.3 と系 6.2 はまた、労働搾取の説明のみならず、なぜ労働市場における穏健

な抗争性が、資本主義経済における十分な収益性を確保させるかに関して、富の不均等な

分配の存在が重要な要因である事を示唆している。労働市場における抗争性の程度は、被

雇用者たちの労働規律度に反映される。定理 6.3 の含意として、より富の貧しい諸個人だけ

からなる労働市場と、より富の豊かな諸個人だけからなる労働市場とを比較すれば、前者

の市場における抗争の程度は後者の市場よりもより穏健なものとなるだろう事が予想され

る。他方、現実の資本主義経済では、被雇用者たちの大部分が資本を所有していないか、

あるいは所有しているとしてもわずかな水準に過ぎないという状況が通常である。したが

って、そのような資本主義経済では、労働市場における抗争性は、経済の十分に高い収益

性を維持できる程度に穏健となるだろう。定理 6.3 と系 6.2 は、その事を推測させる。 
 
6.5.  結論 
 本章では、前章で議論したローマーの｢搾取と階級の一般理論｣に対する、ボール

ズ＆ギンティス及び、ディヴィン＆ディムスキーの、抗争的交換型労働市場モデルの想定

に基づく批判を受け、そして彼らの批判に対するスキルマンの反論を踏まえ、抗争的交換

型労働市場を持つ資本主義経済モデルを構築し、そのような経済環境下での富-階級-搾取の

対応関係の頑健性について議論した。とりわけ、我々は、実質賃金率 1 単位あたりの労働

努力量で以って、各個人の労働規律度を表す指標を定義した。この指標は生産過程におけ

る権力関係の強度に関する近似的指標として解釈されるものであり、この権力指標を用い

る事で、富の不均等私的所有と労働規律度、及び、階級・搾取関係との対応性の成立を、

諸個人がリスクに対して非増加的に回避的であるという自然な仮定の下で導いた。すなわ

ち、より富の少ない諸個人は被搾取者となり、より富の多い諸個人は搾取者となるのみな

らず、前者の労働規律度は後者よりも高くなる事が論証された。これらの帰結は、富の不

均等私的所有の存在が階級と搾取の社会関係を生成するというローマー理論に対するボー

ルズ＆ギンティス及び、ディヴィン＆ディムスキーの批判に対して、ある種の反論的機能
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の意味合いを持っている。富の不均等私的所有が存在しない市場経済においては、階級と

搾取の社会関係のみならず、全ての個人の労働規律度が等しくなるという意味で、生産過

程における非対称的関係もまた、生成しなくなる。また、富-労働規律の対応関係の成立は、

被雇用者の大多数が富の微小な、もしくは無所有の諸個人から成る事が、現実の資本主義

経済において十分な収益性が維持される為に重要な要因である事を含意する。以上の意味

で、労働市場に抗争的交換の性質を持たせたとしても、依然として、富の不均等私的所有

の存在は、資本主義経済の基本的特徴を構成する上での重要な要因であると言える。 
 本章で展開された、労働契約及び資本契約に関する特定のモデル化は、現実の市

場経済における労働契約や資本契約を説明する目的で構築された洗練的モデルではない事

を、留意しておきたい。ここでは、ボールズ＆ギンティスが発展させてきた、いわゆる抗

争的交換としての労働市場モデルの基本構造をなるべく維持する形で、それを搾取・階級

及び富の不均等私的所有と労働規律の問題との関係性の有無を見極める目的で、一般均衡

フレームワークへと統合した 1 つの試みに過ぎない。そこでの労働契約ゲームの構成もい

くつかの仮定によって、かなり特定の構造を持ったものとなっているから、当然、代替的

な労働契約ゲームの構成の仕方も考えられるであろう。さらに、現実の市場経済における

労働契約や資本契約を説明する事が分析の主な目的の場合には、我々は現代における契約

理論の豊かな発展を踏まえ、より洗練されたモデル分析から議論を開始する事が可能であ

ろうし、また、そうすべきである。言うまでも無く、労働市場の抗争的交換性を導入した

という意味で、本章における資本主義的経済の一般均衡的モデルが、前章までのモデルに

比してより一般的で資本主義の普遍的特徴を踏まえたものであると解釈するならば、それ

は馬鹿げた幻想である。そのように主張する論拠は、全く無いし、そうする意義もそもそ

も存在しない。ここで展開されたモデルは、あくまでローマーと、ボールズ＆ギンティス

及び、ディヴィン＆ディムスキーの論争という論脈においてのみ、意義を見出す事ができ

るであろう。 
 

第 6 章の数学付録 
レンマ 6.3 の証明： 第一に、 * * * * * *( , ) ( ( )) ( , )C f s f e fν ν ν ν ν ν ν νΩ ≡ Ω + Ω と記号を定める。

但し、 * *( , )fν νΩ は、1 階条件(6.6)式を満たす解であるとしよう。次に、以下のようにヘッ

セ行列を定めよう： 
2 * * 2 * *

2 * * 2 * *

( , ) ( , )

( , ) ( , )

C f C f
f

H
C f C f

f f f

ν ν ν ν ν ν

ν ν ν ν ν ν

⎡ ⎤∂ Ω ∂ Ω
⎢ ⎥∂Ω∂Ω ∂Ω∂⎢ ⎥=
⎢ ⎥∂ Ω ∂ Ω
⎢ ⎥

∂ ∂Ω ∂ ∂⎢ ⎥⎣ ⎦

, 

但し, 
{ }

* *2 * *

2*

( ( ))( , ) e s fC f

e

ν ν νν ν ν

ν

ΩΩ− Ω +∂ Ω
=

∂Ω∂Ω
, & 

{ }2
ν ΩΩ Ω Ω
ΩΩ

−
= − e e

e

F F F Fe
F

. 
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ここで 0ΩΩ ΠΠ= ≥eF d u l , 0>eF , 0Ω <F かつ 0e ee e eF d u l d u lΩ Π Π= + > より、 0ν
ΩΩ <e であ

る。よって、
2 * *( , ) 0C fν ν ν∂ Ω

>
∂Ω∂Ω

である。次に、 

{ }

* *2 * *

2*

( ( ))( , ) ff ffs e e s fC f
f f e

ν ν ν νν ν ν

ν

⎡ ⎤− Ω +∂ Ω ⎣ ⎦=
∂ ∂

, 但し 
{ }2

ν −
= − ff e f fe

ff
e

F F F F
e

F
 & 

( )= − −f ef U e fF d u rV u d . 

また、関数 ( , , )⋅ ⋅ ⋅d の定義(6.2)式より、我々は 0=ffF , { } 0= − − >ee
fe U ee

d dF u rV u
f f

, 及

び 0ν <ffe を得る。かくして
2 * *( , ) 0C f

f f

ν ν ν∂ Ω
>

∂ ∂
を得る。次に、 

{ } { }
* * * *2 * *

2 2* *

( ( )) ( ( ))( , ) f f f fe e s f e s e s fC f
f e e

ν ν ν νν ν ν

ν ν

Ω Ω Ω− Ω + − − Ω +∂ Ω
= =

∂Ω∂
, & 

{ }2 0f e fe f ef ee ee
f

e e e ee

F F F F F e F u r u re ee
F F f f F FF

Ω Ω Ω Ω Ω Ω
Ω

−
− = − = + = − + + = ≤  

より、我々は、

{ } { }
*2 * *

* *
2 2* *

( , ) 1 1( ( )) 0ee ee

e

u r e u rC f s f
f F Fe e

νν ν ν
ν ν

ν ν
Ω

∂ Ω
= Ω + = ≤

∂Ω∂ −
を得る。以

上より、上記のヘッセ行列は以下のようになる： 
1

1
1

ΩΩ

Ω Ω

Ω

Ω Ω

−⎡ ⎤
⎢ ⎥ + −⎡ ⎤⎢ ⎥= = ⎢ ⎥⎢ ⎥ − +⎣ ⎦−⎢ ⎥
⎢ ⎥⎣ ⎦

ee

e

ffee
ff

e

u re
e F e

H
ee u r s

F e e
. 

このとき、 0≥eeu であるか、もしくは 0>r が十分に小さいならば、 0>H が保証される。 

Q.E.D. 
 
レンマ 6.3 の証明は、最適労働契約

* *( , )ν νΩ f は一意に決定される事を含意している。なぜ

ならば、このモデルでは、任意の 0νΩ > に関して、 0ΩΩ <e であるから。 
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定理 6.1 の証明： ≠x 0を、再生産可能解における総生産活動ベクトルとしよう。行列 Aは

生産的であるので、逆行列 [ ] 1−−I A が存在し、 [ ]− ≥x 0I A となる。さらに、行列 Aの分

解不可能性より [ ] 1I A −− 0� であるので、 x 0� となる。すなわち、非自明な再生産可能

解において、全ての生産工程が稼動されている。ところで、価格pに直面する企業は、利潤

を最大化する為には、利潤率を最大化させる工程のみを稼動させようとする。なぜならば、

任意の資本保有者は、そのような工程を稼動する事にのみ、彼の金融資本を投資するから

である。かくして、再生産可能解において全ての生産工程が稼動される為には、価格pは全

ての工程において同じ利潤率を齎さなければならない。そのような価格として、
* ∈Δp が

今、非自明な再生産可能解を構成するとしよう。対応して、問題(P4-1)と問題(P4-2)の解の

組を、{ }* *,ν ν

ν∈
Ω

N
f と

* (0,1]∈l としよう。また、問題(P5)の解を{ }* *,
N

e ν ν

ν∈
y で記す事にし

よう。ここで、任意のν ∈N に関して、 * 1Aν ν−=y ω である。なぜならば、全工程が同一の

利潤率を生成しているからである。さらに、
*x 0� を、この再生産可能解に関する総生産

活動ベクトルであるとしよう。そのとき、対応する利潤率は、各工程 i に関して、 

( )( )* *

* * *
* 0

ν ν

ν
ν

ν

∈

∈

⎡ ⎤⎛ ⎞Ω +
⎢ ⎥⎜ ⎟

− − ≥⎢ ⎥⎜ ⎟
⎜ ⎟⎢ ⎥
⎝ ⎠⎣ ⎦

∑
∑

p N
i i i i

N

s f
p A L x

e
. 

各工程 i に関して、
* 0>ix かつ 0>iL であるため、

* 0>ip が全ての工程 i に関して成立する。

問題(P4-1)の予算制約より、ある (0,1]σ ∈ に対して、 * * * * *

N
A A ν

ν

σ σ
∈

⎛ ⎞
= =⎜ ⎟

⎝ ⎠
∑p x p y p ωとな

る。対応する均等利潤率は、各工程 i に関して、 

( )( )* *

* * * *
*

ν ν

ν
ν

ν

π ω∈

∈

⎡ ⎤⎛ ⎞Ω +
⎢ ⎥⎜ ⎟= − −⎢ ⎥⎜ ⎟

⎜ ⎟⎢ ⎥⎝ ⎠⎣ ⎦

∑
∑

p N
i i i i i i

N

s f
p A L x p

e
 

である。各工程 i に関して、 

( )( )* *

* * * * *
*

ν ν

ν
ν

ν

μ ∈

∈

⎡ ⎤⎛ ⎞Ω +
⎢ ⎥⎜ ⎟= − −⎢ ⎥⎜ ⎟

⎜ ⎟⎢ ⎥⎝ ⎠⎣ ⎦

∑
∑

p pN
i i i i i i i

N

s f
p A L x A x

e
 

と置けば、そのとき全ての工程 i に関して、
* * *μ π ω=pi i i i iA x p となる。したがって、
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( )* * * * *
1
μ π π σ

=
= =∑ p p ω p xn

i i ii
A x A となり、これは以下を意味する： 

* * * *

1 1

0 0π πμ μ
σ σ= =

⎛ ⎞⎛ ⎞ ⎛ ⎞− = ⇔ − =⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎜ ⎟⎝ ⎠ ⎝ ⎠⎝ ⎠
∑ ∑p p

n n

i i i i i i
i i

A x x A . 

ここで
*p 0� かつ

*x 0� であるので、もしある工程 j に関してμ π σ≠j ならば、そのと

き rank ( ) <A nとなる。しかしながら、
1−A が存在するので、この事は矛盾を意味する。

かくして、全ての工程 i に関して、 iμ π σ μ= = が成立しないといけない。従って、 

( )* * *1 A C Lμ= + +p p , 但し

( )( )* *

*
*

N

N

s f
C

e

ν ν

ν
ν

ν

∈

∈

Ω +
=
∑

∑
 

となる。                                                                   Q.E.D. 
 

定理 6.1 の証明： 当該経済の今生産期間における資本財の初期賦存ベクトルを ( )∈ω C ω��

としよう。N D
は前期の生産期間の末期において、雇用契約の更新を得た諸個人の集合を表

すものとし、また、 N は今生産期間における個人の集合である。それゆえ、今生産期間に

おける被雇用者の集合
* 2NN ∈ は、

*N N N⊆ ⊆D
となる。 

 定理 6.1 より、再生産可能解において、均等利潤率が普及している。それゆえ、企

業によって提供される資本契約が均等利潤率 0π ≥ から成っている状況に、我々の考察も限

定しよう。そのときには全ての資本保有者は彼らの金融資本を全ての生産工程に投資する。

それゆえ、以下の問題を考えよう：所与の価格 ∈Δp に対して、 

     
[ ]

( ) ( )( )
( ) ( )( ) ( )

*

* *

* *0,1

, ,
max

, , , , ,l
N

l s f l
A L l

e l l f l

ν ν ν ν
ν

ν ν ν ν ν
ν

π π

π π π∈
∈

⎡ ⎤⎛ ⎞Ω +
⎢ ⎥⎜ ⎟− −
⎢ ⎥⎜ ⎟Ω⎝ ⎠⎣ ⎦

∑
pω pω

p p x
pω pω pω

     (P4-2)* 

s.t.  ( ) ( )( ) ( )* *, , , , ,ν ν ν ν ν νπ π πΩ =pω pω pω xe l l f l l L l  ( )*Nν∀ ∈ , & 

( )
*N

A lν

ν∈

≤∑ p x pω . 

この問題(P4-2)*の解の集合を ( )* ,
N

πpA で記す事にしよう。Berge の最大値定理により、こ

の ( )* ,
N

πpA は、任意の ( ) [ ], 0,π λ∈Δ×p 上で優半連続となる。さらに、 ( )* ,
N

πpA はコン

パクト値である。仮定 6.2 より、総費用関数 ( ) ( )( )*
* *, ,

N
l s f l lν ν ν ν

ν
π π

∈
⎡ ⎤Ω +⎣ ⎦∑ pω pω は
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凸関数となり、それゆえ、 ( )* ,
N

πpA は凸値である。 

 対応 [ ] [ ]: 0, 0,μ λ λΔ× →→ を、以下に定義する：任意の ( )*
* ,π∈ pA

N
l に関して、 

( )
( )

( ) ( )*

*

* *

if 
,

if  0l

l

l l

λ πς λ
μ π

πς πς λ

⎧ ≥⎪= ⎨
≤ <⎪⎩

p , 

但し ( )* 1lς ≥ は、 ( )*
* *,

N
L e l lν

ν
π

∈
=∑x pω となる xに対して、 ( )*l Aς =p x pωを満たす

ように定義される。各 ( )*
* ,

N
l π∈ pA に対して、 

( )
( ) ( )( )( )

( )( )
*

*

* * * *

*
* *

, ,
,

,
N

N

l s f l
C l

e l

ν ν ν ν

ν
ν ν

ν

π π
π

π
∈

∈

Ω +
≡
∑

∑

pω pω
pω

pω
 

と記述しよう。 ( )* ,
N

πpA は閉区間となり、また、各 ( )*
* ,

N
l π∈ pA に関して ( )*,C lπpω は

連続である事から、Bolzano の定理より、 ( )( )*, ,
N

C π πpω pA は +R 上の閉区間となる。対

応 [ ]: 0, nf λ +Δ× →→ R を、各 ( )*
* ,π∈ pA

N
l に対して、 

( ) ( )( ) ( )*
* *, 1 , ,l

l
f A C l Lπ μ π π= + +p p p pω  

と定義する。さらに、対応 [ ]: 0,g λΔ× →→Δを、以下のように定義する： 各 ( )*
* ,π∈ pA

N
l

に対して、 

( )
( )
( )

( ) ( )

( )

*

*

*

*

*

,
 s.t. 1,..., if , 0

,,

if , 0

π
π

ππ

π

⎧
∈Δ = ∀ = ⋅ >⎪⎪ ⋅= ⎨

⎪
Δ ⋅ =⎪⎩

p
p b

p bp

p b

l
i l

i l
l

l

f
q q i n f

fg

f

. 

定義より、 g は [ ]0,λΔ× 上で優半連続であり、かつ、コンパクト凸値である。 

 対応 [ ] [ ]: 0, 0,reπ λ λΔ× →→ を、以下の様に定義する： 各 ( )*
* ,π∈ pA

N
l に対し

て、 
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( )
( )

*

*,
,re

l

A C l Lπ
π π

⎡ ⎤− −⎣ ⎦=
p p pω x

p
pω

, 

但し ( )
*

* * *,
N

e l l Lν ν

ν

π
∈

=∑ pω xであり、かつ、 ( )*l Aς =p x pωを満たす。定義より、
reπ は

[ ]0,λΔ× 上で優半連続であり、かつ、コンパクト凸値である。 

 対 応 [ ] [ ]:  0, 0,φ λ λΔ× →→Δ× を 、 各 ( )*
* ,π∈ pA

N
l に 対 し て 、

( ) ( ) ( )( )* * *, , , ,re
l l l

gφ π π π π=p p p であると、定義する。定義より、φは [ ]0,λΔ× 上で優半

連続であり、かつ、コンパクト凸値である。かくして、角谷の不動点定理により、ある不

動点のペア ( ) ( )* * * *, ,π φ π∈p p が存在する。もし
*p が、 

( )( )( ) ( )( )* * * * * * * * * * *1 , , ,l A C l Lπ ς π π π= + +p p p p ω p  

とならない場合には、定理 6.1 より、自明な再生産可能解が存在する。もし
*p が、 

( )( )( ) ( )( )* * * * * * * * * * *1 , , ,l A C l Lπ ς π π π= + +p p p p ω p  

となる場合には、ペロン=フロベニウス定理より、
*p 0� となる。かくして、我々は

( )( )* * * *,ς π = =p x ω yl A A を得る。 ( )( )* * *, 1lς π ≥p ゆえに、この事は、定義 6.1(d)の成

立を意味する。 ∈ω +W であるので、ある
*x が存在して、 ( )( )* * * *, ,l Aς π =p x ω  

( )*
* * * * *,

N
e l Lν

ν
π

∈
=∑ p x , そして

* *A≥x x となる。よって、定義 6.1(c)が満たされる。以

上により、再生産可能解の全ての条件が満たされる。                            Q.E.D. 
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